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＊文部科学省
・平成29年度概算要求主要事項P.3
＊厚生労働省
・新しい社会的養育ビジョン（8月2日）P.3
・平成29年度全国児童福祉主幹課長・児童相談所長会議資料（8月17日）P.3
＊いじめ
・ＬＩＮＥにいじめ相談窓口　大津市と運営会社が試行（日経新聞・8月7日）P.3
・いじめ相談、ＬＩＮＥでカウンセラー対応　大津市試行へ（朝日新聞・8月8日）P.4
・いじめ相談、チャットで　市教委などアプリ導入（日経新聞・8月24日）P.4
・ＳＮＳでのいじめ、アプリで匿名通報　熊本県が試験導入（朝日新聞・8月30日）P.5
＊虐待
・就学前の虐待児ら、７５％は里親へ…厚労省目標（読売新聞・8月1日）P.5
・「虐待児の施設入所停止」新しい社会的養育ビジョンの衝撃（Yahooニュース・8月1日）P.5
・特別養子縁組倍増を議論　有識者会議、報告書提出へ（日経新聞・8月2日）P.7
・児童虐待、ＳＮＳで通報　厚労省検討「本人から電話」１％未満（産経新聞・8月5日）P.7
・児童虐待、芽のうちに摘む　自治体と警察が情報共有（日経新聞・8月8日）P.8
・虐待　実態把握へ死因再分析　全未成年５年分…千葉大と県（毎日新聞・8月16日）P.9
・児童虐待 ＳＮＳで通報　厚労省検討、子供からＳＯＳ促す（日経新聞・8月16日）P.10
・児童虐待　ＤＶ被害受けた母　子どもへ支援求める声（毎日新聞・8月17日）P.10
・児童虐待　最多１２万２５７８件　面前ＤＶ通報増続く（毎日新聞・8月17日）P.11
・児童虐待　警察から児相へ通告急増　１６年度、最多１２万２５７８件（毎日新聞・8月18日）P.11
・児童虐待リスク、どう見極める　現場は模索続く（朝日新聞・8月18日）P.12
・児童相談所　施設内の虐待１４４件　１４・１５年度（毎日新聞・8月19日）　P.13
・施設や里親家庭の虐待62件　14年度、厚労省まとめ（日経新聞・8月20日）P.14
・児童養護施設、相次ぐ地元反対　施設側「偏見やめて」（朝日新聞・8月21日）P.15
・「その質問、誘導です！」　広がる「司法面接」　虐待、いじめでの子供への正しい聞き方とは（産経新聞・8月24日）P.16
＊DV
・日本女性、ＤＶ隠す傾向　龍谷大調べ　欧州での調査と比較（日経新聞・8月3日）P.17
＊体罰
・殴られれば野球はうまくなる？　根強く残る「指導」という名の「暴力」（Yahooニュース／ダ・ヴィンチニュース・8月22日）P.18
＊障がい
・発達障害、早期発見へ就学時健診見直し…文科省（Yahooニュース／読売新聞・8月2日）P.19
・障害者の７割「生活に満足」　「差別や虐待」は２割弱　静岡県実態調査（産経新聞・8月24日）P.19
・公立高入試　学習障害　配慮で地域差　悩む現場（毎日新聞・8月25日）P.19
＊性暴力
・性犯罪　被害相談の電話番号　全国共通「♯８１０３」（毎日新聞・8月3日）P.21
・性犯罪被害の電話相談、全国共通「＃８１０３」に（朝日新聞・8月3日）P.21
・刑法改正により、男性のレイプ被害も対象となった強制性交罪。ただし教師のわいせつ行為には適用されず（Yahooニュース／HARBOR　BUSINESS　Online・8月1日）P.21
・SNSによる「デートDV」が急増　過度な干渉や拘束もNG（Yahooニュース／AbemaTIMES・8月5日）P.23
・「責任はすべて加害者に」　性被害の法整備働きかけ（Yahooニュース／NIKKEI STYLE・8月6日）P.24
・男子生徒の性被害　相談対応は？　「信じて聞く」「１人で抱え込まない」　大分市で養護教諭ら勉強会（西日本新聞・8月22日）P.24
・児童性愛者が学校勤務、知る権利か？忘れられる権利か？（朝日新聞・8月26日）P.25
・性虐待は刑法犯、厳しい罰則　「監護者」の定義に課題なお　法改正、抑止力に期待の半面（西日本新聞・8月29日）P.26
　
＊性的搾取
・ＪＫビジネス規制強化へ　神奈川県、対象広げる条例改正検討（産経新聞・8月20日）P.28
・ＪＫビジネス、無店舗型へ移る業者も　条例施行１カ月（朝日新聞・8月8日）P.29
・「ＪＫビジネスに知り合い」１６％　大阪府の高校生調査（朝日新聞・8月21日）P.29
・＜大阪府調査＞ＪＫビジネス「経験、前向き」７・６％（毎日新聞・8月21日）P.30
＊性的マイノリティ（LGBTQ）
・「LGBT用トイレ」は的外れ、トランスジェンダーが困らない職場環境整備の本質を解説（Yahooニュース/ビジネス＋IT・8月3日）P.30
・ＬＧＢＴ　レズビアンの元養護教員「子供たちに理解を」（毎日新聞・8月28日）P34
＊子どもの貧困
・貧しさは自己責任？　偏見なくすには…高校生が考えた（朝日新聞・8月4日）P.35
・＜脱　子どもの貧困＞（上）「海水浴」の機会も調べよ　首都大学東京・阿部彩教授（東京新聞・8月8日）　P.36
・子どもの栄養格差、解消は給食頼み　研究者調査（日経新聞・8月14日）P.37
・貧困と生活保護（５１）「助けて」と言えないのはなぜか（読売新聞/YomiDr.ヨミドクター・8月25日）P.37
・しがみつきにくる子がいる　沖縄・名護のこども食堂（Yahooニュース・8月30日）P.39
＊その他
・更生　少女少年院で意見発表会「だめと言える強い大人に」（毎日新聞・8月3日）P.41
・「常識でしょ」「前にも言ったよね」　上司の一言、疲れ倍増　養命酒製造調査（日経新聞・8月4日）P.42
・成人１８歳、臨時国会提出へ　民法改正案、法相が検討（産経新聞・8月4日）P.42
・戦争の話　「テレビから」１位　１０年前と逆転　中２調査（毎日新聞・8月7日）P.43
・職員室で話せない部活顧問の本音　ネット通じ議論活発化（朝日新聞・8月7日）P.43
・画文集　戦争孤児１１人の体験談「もしも魔法が使えたら」（毎日新聞・8月9日）P.44
・静岡大　子どものネット利用把握　家庭向けサービスを開発（毎日新聞・8月15日）P.45
・広島土砂災害　被災の子供、ストレス２．２倍　影響長期化（毎日新聞・8月19日）P.46
・「SNS東京ノート」改訂の意義と使い方とは――子どもと話し合うきっかけに（Yahooニュース／ImpressWatch・8月21日）P.46
・教員の長時間労働改善、事務作業に支援員配置へ（読売新聞・8月23日）P.49
・働く機会「男性が有利」　８割の女性が回答、民間調査（日経新聞・8月24日）P.50
・子供の自殺、夏休み明け要注意　官民が支援強化（日経新聞・8月24日）P.50
・呼吸器必要な子、学校で看護　厚労省、４都県で支援へ（朝日新聞・8月28日）P.51
・半数はトイレの備えなし　避難所指定の公立学校　文科省調査（日経新聞・8月29日）P.51
・警察庁　性犯罪、声かけ、どこが危険？　分析調査へ（毎日新聞・8月30日）P.52
・夏休み後の登校、無理しないで　自殺防止へ団体呼びかけ（朝日新聞・8月30日）P.52
・文科省概算要求9.9％増、いじめ対策や教員増に　18年度（日経新聞・8月30日）P.54
・幼稚園に２歳児受け入れ　政府が待機児童対策（日経新聞・8月31日）P.54
・わいせつ教員、処分歴チェック　全国でシステム整備へ（朝日新聞・8月30日）P.55
・認可外の保育施設、重大事故報告を義務付けへ（読売新聞・8月31日）P.56
・夏休みの短縮　教員は反対か　静岡県吉田町「夏休み16日間」計画から考える（Yahooニュース・8月31日）P.56
＊文部科学省
・平成29年度概算要求主要事項
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2016/08/30/1376641_2.pdf

＊厚生労働省
・新しい社会的養育ビジョン（8月2日）
　「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」（座長：奥山眞紀子　国立成育医療研究センターこころの診療部長）がとりまとめた『新しい社会的養育ビジョン』。
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/0000173888.pdf
・平成29年度全国児童福祉主幹課長・児童相談所長会議資料（8月17日）
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000174789.html
１．児童虐待防止対策について
２．児童福祉法等の一部を改正する法律（平成28年法律第63号）の円滑な施行に向けて
３．児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律（平成29年法律第69号）について
４．社会的養育について
５．有事の際の対応について
６．障害児入所施設入所者の都道府県と市町村が連携した移行支援について
７．児童虐待の現状と対策
８．文部科学省における児童虐待への対応について
＊いじめ
・ＬＩＮＥにいじめ相談窓口　大津市と運営会社が試行（日経新聞・8月7日）
　無料対話アプリ「ＬＩＮＥ」の運営会社と大津市は７日、ＬＩＮＥ上で同市の中学生からいじめの相談を試験的に受けるモデル事業を今秋から実施すると発表した。
　同市の越直美市長は「生徒に身近なツールを使い相談しやすい環境をつくりたい」と語り、ＬＩＮＥの出沢剛社長は「この事業を踏まえ、全国にも取り組みを広めたい」と述べた。
　文部科学省などは現在、電話による24時間窓口を開設。ただ、若い世代は電話よりＬＩＮＥなどの会員制交流サイト（ＳＮＳ）を多く利用しているとの調査もあり、ＬＩＮＥなど新たな手段による相談体制の整備が求められている。
　モデル事業は、大津市の中学校から複数校を選び、生徒約３千人を対象に実施。生徒はスマートフォンで専用の２次元コードを読み取ることで、相談窓口のアカウントを登録できる。
　相談期間は11月１日から来年３月31日まで。平日の午後５時から午後９時の間、大津市から委託された心理カウンセラーが対応する。
　2011年に大津市の中２男子がいじめを苦に自殺したのをきっかけに、市が対策に取り組んでいることを知ったＬＩＮＥが提案し、実現した。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG07HCH_X00C17A8000000/
・いじめ相談、ＬＩＮＥでカウンセラー対応　大津市試行へ（朝日新聞・8月8日）
　２０１１年にいじめによる中２男子の自殺があった大津市が、ＬＩＮＥでいじめの相談ができる仕組みを試験的に導入することになり、越直美市長とＬＩＮＥの出沢剛社長が７日、文部科学省で協定を結んだ。１１月から来年３月末まで、モデル校の生徒約３千人を対象に相談の投稿を受け付け、カウンセラーが対応。将来の全国展開も想定する。
　大津市はいじめによる自殺を機に、いじめ対策を進めており、ＬＩＮＥ側が提案した。モデル校の市立中の生徒に相談用アカウントを登録するためのＱＲコードを配布。平日の午後５時から午後９時まで、大津市が委託するカウンセラーが生徒からの投稿にメッセージを発信したりして対応する。ＳＮＳによるいじめが増えており、その文面の画像を貼り付けて投稿して相談することもできる。
　越市長は「専門家の助言を得ながら結果を検証したい」とし、出沢社長は「今回の取り組みをきっかけに全国に広めていきたい」と語った。
　総務省の１６年の調査では、１０代は平日１日平均でソーシャルメディアを５８・９分利用し、携帯通話時間の２・７分より圧倒的に長い。一方で、いじめの相談窓口は電話が中心のため、子どもたちにより身近なＬＩＮＥに窓口を設け、いじめの実態把握や防止につなげる狙いがある。文科省も身近なＳＮＳに対応した相談体制を検討している。
http://www.asahi.com/articles/ASK875VDKK87UTIL048.html?iref=comtop_list_edu_n03

・いじめ相談、チャットで　市教委などアプリ導入（日経新聞・8月24日）
　教育委員会がスマートフォンの対話（チャット）アプリでいじめ相談を受ける取り組みが広がっている。電話やメールを使わない子供が増えていることに対応し、相談する際の心理的なハードルを下げるのが狙い。電話やメールより相談が大幅に増えたケースもあり、民間団体も夏休み明け前から期間限定でチャット相談に取り組む。
　６月下旬、千葉県柏市教育委員会の少年補導センターで、職員がパソコンに向かっていた。「友達に無視される」という中学生からの匿名の投稿に、職員が「それはつらいですね」と書き込むと「暴力をふるわれることもある」と返信があった。市教委は生徒の同意を得て、学校に連絡。学校が対応し、いじめはやんだという。
　市教委は今年５月、匿名で通報・相談ができる米国発のスマホアプリ「ストップイット」を導入した。「近ごろの子供は電話もメールもあまり使わない」（担当者）といい、子供たちがＬＩＮＥ（ライン）などで親しんでいる対話アプリを導入することにした。
　７月までの２カ月で、48人から相談があった。昨年１年間の電話相談（24件）の２倍に上る。
　市教委は市内の中学校20校の生徒にアプリをダウンロードする際に使うパスワードを配布。匿名でも通報できるが、教委側は相談者の学校と学年が分かる。相談者の許可があれば学校に連絡する。「学年が分かれば学校側もある程度対応できる」（市教委）という。
　2011年にいじめで中学２年生が自殺する事件が起きた大津市は11月から、ＬＩＮＥと共同で対話アプリを使ったいじめ相談を試験的に受け付ける。相談用アカウントの登録に使うＱＲコードを市立中学の３割（約３千人）に配布する。平日の午後５時から９時まで、大津市が委託する専門機関のカウンセラーが子供から寄せられる相談に対応する。
　来年１～３月に実施状況を検証し、「有効であれば全国に取り組みを広げたい」（同社）という。
　国も後押ししている。文部科学省は来年度、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）や対話アプリを使っていじめの相談を受ける試行事業を実施する。７月からＳＮＳの事業者や学校関係者などを集めた会議を開いて意見を聞いている。
　自殺をほのめかすような緊急の相談時にどう対応するか、子供がスマホをよく使う夜間にも相談を受け付けるかなど課題もある。文科省は近く相談体制を作る際の留意点などを記した文書をまとめる予定だ。
　自殺を防ぐための電話相談を受け付けている一般社団法人「日本いのちの電話連盟」も31日から９月６日の期間限定で初めてチャットでの相談窓口を設ける。
　利用者は同連盟のウェブサイトでメールアドレスなどを登録すれば、月曜から金曜日までは午後３時から９時、土日は同１時から７時までチャット形式で相談できる。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG22H6A_U7A820C1CC0000/?dg=1&nf=1
・ＳＮＳでのいじめ、アプリで匿名通報　熊本県が試験導入（朝日新聞・8月30日）
　熊本県教委は３０日、ネットやＳＮＳ上でのいじめ行為を匿名で通報できるアプリを９月から試験導入すると発表した。同県では２０１３年に県立高校１年の女子生徒がＬＩＮＥ（ライン）の書き込みをきっかけに自殺しており、再発防止への対応を求められていた。大人から見えにくいトラブルの把握に役立つと期待されている。
　導入するのは「キッズサイン」というアプリ。学校でのいじめやネット上での中傷、個人情報をさらすなどの行為を見かけた生徒は、スマートフォンやパソコンから学校名やいじめの状況、被害者、加害者の名前などを入力。通報内容は運営会社の「アディッシュ」（東京）が学校に連絡し、誰が通報したかは学校に伝わらない仕組み。写真や動画も投稿できる。
　ネット閲覧ソフト（ブラウザー）上で動くアプリなので、ダウンロードの必要がない。９月から玉名高・同付属中、熊本商業高、南稜高（いずれも県立）で試験導入し、２０１８年度以降に全県立高校で導入する。市町村立学校へも普及を図る。県教委の牛田卓也・高校教育課長は「ＳＮＳのトラブルは大人から見えにくく、今まで拾えていない声を拾える」と話している。県教委などによると、このアプリは全国で約５０校が導入しているが、県単位での導入は初めてという。
http://www.asahi.com/articles/ASK8Z3V4XK8ZTLVB007.html?iref=comtop_list_edu_n03
＊虐待
・就学前の虐待児ら、７５％は里親へ…厚労省目標（読売新聞・8月1日）
　虐待や貧困などで親と暮らせない子どもの受け皿について、厚生労働省は３１日、里親に委託する割合を小学校入学前の子どもで７５％以上、就学後で５０％以上とする新たな数値目標の案を公表した。

　現在８割を超える施設入所の子どもを家庭的な環境での養育に移行させるのが狙い。就学前の子どもについては原則、施設への新規入所を停止する。

　数値目標は、同日開かれた同省の有識者検討会で示され、大筋で了承された。特定の大人との愛着形成に重要な時期である３歳未満は５年以内に、それ以外の就学前の子どもは７年以内に里親への委託を７５％以上とし、就学後の子どもは１０年以内に５０％以上とする。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170801-OYT1T50029.html?from=ytop_top
・「虐待児の施設入所停止」新しい社会的養育ビジョンの衝撃（Yahooニュース・8月1日）
駒崎弘樹  | 認定NPOフローレンス代表理事／全国小規模保育協議会理事長
　特別養子縁組支援に携わる、NPO法人フローレンスの駒崎です。
　社会的養護業界にとっては、「革命」と言っても良いニュースが飛び込んで来ました。
７月３１日、「＜厚労省方針＞虐待児ら施設入所停止　里親委託７５％目標」
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170731-00000122-mai-soci
　本記事ではこの「新しい社会的養育ビジョン」を簡単に解説します。
【ポイントは何か】
　６０ページの資料になるので、筆者が特に大切だと思ったポイントを箇条書きで専門用語は言い換えて、ピックアップします。
・子どもを地域で支援するソーシャルワーク体制を創る
・中でも児童虐待に関しては、児童相談所の指導のもと、市区町村で集中的に高リスクな家庭を積極的に支援しにいくような体制を創る
・でも、親子を分離しなきゃいけないケースもある。これまでの児童相談所にある一時保護所は、むやみに長期滞在させたり、そこから学校に通えなかったり、いろんな問題があったので、それは早期に解決する
・また、親と離れて子どもが暮らさざるを得ない場合は、施設じゃなくて里親や特別養子縁組を基本とする。里親への委託率は現在の２割未満から、７５％に大幅アップ。特に就学前の子どもは乳児院（施設）入所を停止。
・それだけ強力に家庭養護を推進するためには、里親の数を増やし、質を高めなくてはいけない。そのため、「里親とチームとなり、リクルート、研修、支援などを一貫して担うフォスタリング機関」を創設し、（現在は非常に手薄な）里親支援を強化し、なり手を増やし、質を高める
・特別養子縁組は社会的養護を要する子どものエグジット（永続的解決＝パーマネンシー）になるので、強力に推進。「１日も早く児童相談所と民間機関が連携した強固な養親・養子支援体制を構築」し、５年以内に今の２倍の特別養子縁組成立件数にする。
【なぜ施設入所を停止すべきだったのか】
　この中で一般の人には分かりづらいかもしれないのが、乳児院への入所停止の方向性ですので、補足します。
　「特別養子縁組の6歳以上への年齢拡大についての解説」（https://news.yahoo.co.jp/byline/komazakihiroki/20170716-00073348/）でも書いたように、世界的には、施設養護（乳児院や児童養護施設）から家庭養護（里親や養子縁組）という政策転換の流れがあります。
　これは、施設において職員１人に対して、３人から１０数人、という人員配置のもと集団生活を送るよりも、家庭的な環境で子どもと両親というマンツーマンに近い環境の方が、子どもの心理的発達においてはポジティブである、という研究結果が下敷きにあります。
　ただ、日本では親元で暮らせない子どもたちの８３％が施設で暮らすという状況からも明らかなように、施設養護が長らくメインであり、諸外国に比べて圧倒的に遅れていて、日本の社会的養護関係者や研究者にとって積年の課題でした。
　今回の「新しい社会的養育ビジョン」においては、一気にその転換を目指したと言えるでしょう。
（ 注）とはいえ児童養護施設出身の子ども達に何か問題がある、ということではなく、子ども達にとってより良い環境はどんなものか、といった際には、より家庭的な方がベターだ、ということが意図されており、誤解によるスティグマ量産には十分注意しなくてはいけないのは言うまでもありません。）
【評価と課題】
　現場でまさに家庭養護に取り組む我々としても、この革命的な方針転換については、歓迎したいと思います。「ようやく」日本もグローバルスタンダードの社会的養護に一歩足を踏み出した、と言えるでしょう。
　ただ、意欲的なビジョンだからこそ、実現には多くの課題があるでしょう。
　まず予算です。新たな体制を創る予算を、本当に政府は支出するのでしょうか。これまで、社会的養護の予算は極めて少ないものでした。社会保障予算全体を削減しようとする中で、本当にこの分野に新たな予算を投下するのでしょうか。
　また、人です。フォスタリング機関を創設していって、抜本的な里親支援をすると言っても、これまでの行政機関だけではその役割は担えません。
　民間のNPOや他の子ども・子育て支援で実力を発揮していた福祉団体等がこの分野に参画してくるような働きかけ、また彼ら潜在プレイヤーの育成が欠かせないでしょう。
　そして文化です。児童相談所、児童養護施設、乳児院の職員の方々にとっては、これまでの自己の役割を一部手放し、しかし同時に新たな役割を見出すような納得のプロセスが必要になります。
　こうした心理・行動変容をスムーズに行えるよう、前向きな対話と議論を通じて行なっていくプロセスが必要になってくると思われます。
　いずれにせよ、地域全体で弱い立場にいる子どもを支えに行く体制を、一刻も早く構築していかねばなりません。社会的養護の世界は、まさにその産みの苦しみの只中にいて、しかし今、新たな方向性を打ち立てたのです。
　厚労省、学識経験者、現場のみなさん、すべての関係者の皆さんの、勇気ある議論と創造のプロセスに、敬意を評します。
https://news.yahoo.co.jp/byline/komazakihiroki/20170801-00074016/
・特別養子縁組倍増を議論　有識者会議、報告書提出へ（日経新聞・8月2日）
　厚生労働省は２日、経済的事情や児童虐待などで、親元では育てられない子どもが家庭での養育を受けられるようにするため、戸籍上、養父母の「実子」として扱うことができる特別養子縁組に関する有識者会議を開いた。縁組をおおむね５年間で倍増し、年間千件の成立を目指すとの報告書をまとめた。同日、塩崎恭久厚労相に提出する。
　報告書では、小学校入学前の子どもについて、原則として児童養護施設や乳児院への新規入所措置を停止すべきだと指摘。親元で育てられない子どものうち、小学校入学前は75％以上、入学後では50％以上は里親らの元で暮らせるようにするとの目標を掲げた。
　家庭的な環境での養育を推進するとした改正児童福祉法が昨年成立したことを踏まえ、施設中心の養育からの脱却を図り、解決策として特別養子縁組の促進を打ち出す内容だ。
　ただ委員からは「里親登録が進まない中、性急に里親委託を進めると、複数の子どもを預かることになり、リスクが高まる」などと数値目標への懸念も示され、目標達成に向けては子どもの不利益につながらないよう十分配慮するとの記載を追加することになった。
　厚労省によると、親元で暮らせない子どもは16年時点で全国に約４万５千人。このうち約６千人が里親などの元で暮らし、残りは児童養護施設や乳児院に入所しているケースが多い。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG02H0E_S7A800C1CR0000/
・児童虐待、ＳＮＳで通報　厚労省検討「本人から電話」１％未満（産経新聞・8月5日）
　急増する児童虐待への通報に対応するため、厚生労働省が、子供も多く利用する会員制交流サイト（ＳＮＳ）から通報や相談の受理を検討していることが４日、分かった。現在、全国的な受け付けは電話のみで、虐待を受けた子供本人からの通報はごくわずかしかない。近隣住民も含めて、通報のハードルを下げ、声なき声を拾う。
　児童虐待の通報や相談は現在、２４時間体制の全国共通ダイヤル（（電）１８９）で受け付けている。固定電話でかけると、全国に約２００カ所ある児童相談所（児相）のうち、近隣の児相につながる仕組み。
　厚労省によると、ＬＩＮＥ（ライン）やツイッターなどＳＮＳの幅広い普及で、電話通報と実態のミスマッチがある。ＳＮＳの導入に向けては、セキュリティーやプライバシーをどう守れるかが課題になるという。受理した通報は、いたずらが含まれている可能性もあり、見定めた上で児相などが対処する。
　厚労省のまとめによると、全国の児相が対応した児童虐待は平成２７年度に初めて１０万件を超えた。調査を開始した２年度から２５年連続で増加を続けている。
　２７年度の福祉行政報告例によると、児相への通報者は、警察が３万８５２４件で最多。関係者からの通報が警察を迂回しているとみられる。近隣・知人（１万７４１５件）、学校（７５４６件）からの直接通報も多い。
　しかし、虐待児童本人からは９３０件で、全通報件数のわずか１％に満たない。低年齢で電話が使えないか、電話で話しにくい環境に置かれていることが原因とみられるという。
http://www.sankei.com/affairs/news/170805/afr1708050002-n1.html

・児童虐待、芽のうちに摘む　自治体と警察が情報共有（日経新聞・8月8日）
　児童虐待を防止するため、自治体と警察が協定を結ぶ動きが広がっている。虐待と断定できない段階から情報を共有し、事態の深刻化を食い止める狙いがある。昨春以降に18都道府県で協定が成立。家庭内で潜在化しやすかった虐待を行政が早期に把握できる効果が出ているという。
　「子供が親に怒鳴られて泣き叫んでいる」。７月、東京都東村山市の住民から110番が入った。警視庁東村山署はすぐに市の育児相談機関「子ども家庭支援センター」に連絡し、家族構成やトラブルの有無を尋ねた。
　相談歴がないと聞いた署員はその家庭に急行し、子供の体にあざや傷がないことを確認。親からも話を聞いて虐待ではないと判断した。同署の担当者は「家族構成などの情報を事前に得られ、子供の状況をスムーズに把握できた」と話す。
　こうした情報共有は同署と市が５月に協定を結んだことで可能になった。従来は市の「要保護児童対策地域協議会」で虐待と認定された事案以外で、警察に家庭の情報が伝えられることはなかった。協定締結後は認定がなくても連絡を取れるようになった。市の担当者は「これまで接触がなかった家庭の情報も入り、虐待の芽に気付きやすくなった」と期待する。
　個人情報保護などの観点から警察と自治体は虐待と断定できない段階では情報を得ても互いに共有しないのが一般的だった。ある自治体の担当者は「住民からは警察や行政が私的な領域である家庭に介入することへの反発も強かった」と指摘する。
　行政と警察が連携に踏み切るきっかけになったのは昨年１月、埼玉県狭山市で３歳女児が虐待で死亡した事件だった。市と県警、児童相談所で情報共有がなかったことが問題視された。
　このため警察庁は同４月、全国の警察に自治体との情報共有の徹底を指示した。既に18都道府県で情報共有に関する協定が交わされた。
　警視庁と東京都は昨年10月、各警察署と区市町村が協定する仕組みづくりで合意。「区市町村の方が住民からの情報が入りやすい」（警視庁）といい、今は３署が協定を結んでいる。
　福岡県警は県や福岡市、北九州市と協定を結んで「情報提供票」を作成した。書式を統一して相談履歴などを問い合わせる際の手間を省いた。高知県警は県のほか、医師会や歯科医師会と協定を締結。医師らが虐待の疑いを見つけた際も情報を得られるようにした。
　関西大の山県文治教授（子ども家庭福祉論）は「警察と自治体が連携を密にすれば子供は救われる。周囲で『虐待かもしれない』と思う事案があったら、ためらわずに警察や自治体に連絡してほしい」と話している。
■児相の把握 10年で３倍
　厚生労働省によると、全国の児童相談所が2015年度に把握した児童虐待は前年度比16％増の10万3286件になった。10年前に比べると約３倍に膨らみ、過去最多を更新し続けている。
　「心理的虐待」が増えていることが主な要因。配偶者間の暴力が子供に精神的なダメージを与える「面前ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）」の増加が目立つという。
　通報を受け付ける体制が整い、虐待が顕在化しやすくなったことも背景にあるとみられる。15年に児相への通報の全国共通ダイヤルを従来の10桁から３桁の「189」に短縮し、より多くの情報が寄せられるようになっているという。
　警察への通報も増加傾向にあり、警視庁幹部は「虐待に対する関心が高まり、従来は見過ごされていたような事案が把握しやすくなっている」と話している。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG26H79_Y7A800C1CC0000/?dg=1&nf=1
・虐待　実態把握へ死因再分析　全未成年５年分…千葉大と県（毎日新聞・8月16日）
　見過ごされた子供の虐待死などがないかを把握しようと、千葉大と千葉県が、２０１２～１６年の５年間に県内で死亡した全ての未成年者、約１２８０人の死因を再分析する調査を始めることが１６日、千葉大などへの取材で分かった。１８年度末をめどに結果をまとめる。
　国の死因集計は実態を反映していないとの指摘があり、再分析結果を集計体制改善への提言や児童虐待防止につなげる狙い。千葉大の岩瀬博太郎教授（法医学）は「防げる子供の死を少しでも減らしたい」と話す。死因の再分析を県の規模で、抽出ではなく全例で実施するのは珍しいという。
　児童虐待による死者数に関し日本小児科学会は、一部自治体で１１年に死亡した１５歳未満の事例を独自分析し、全国で約３５０人と推計。一方、１１年度の厚生労働省の集計は全国で９９人（１８歳未満、無理心中を含む）と数字に開きがあることから、同学会は「多くの虐待死が見逃されている恐れがある」として、国に対応強化を求めている。
　千葉大などは再分析で、死亡診断書を基に作成された死亡票などを調べる。解剖所見があれば照合して死亡の経緯までさかのぼり、虐待疑いの有無や疾患の見逃しがなかったかなどを点検する。
　取りまとめた再分析結果は、児童虐待防止の関係機関に提供して対応に役立ててもらうほか、同様に死因再分析に取り組む自治体があれば、手法などの提供も検討する。
　厚労省が人口動態統計をまとめるのに使う死亡票は、同省で厳しく管理されているが、千葉県は虐待死削減などを目的に開示を申請し、７月下旬に認められた。
　岩瀬教授は、虐待死などの正確な集計には死亡票や死亡診断書の適切な作成が重要とする一方、「記入が十分ではないケースもあるだろう」と指摘する。具体的には、解剖せずに診断してはならないとされる乳幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）を解剖なしで死因欄に記載したり、虐待死が疑われるのに記入しなかったりした例があるという。
https://mainichi.jp/articles/20170816/k00/00e/040/217000c
・児童虐待 ＳＮＳで通報　厚労省検討、子供からＳＯＳ促す（日経新聞・8月16日） 
　厚生労働省は無料対話アプリ「ＬＩＮＥ」などの交流サイト（ＳＮＳ）から児童虐待の通報を受け付ける仕組みづくりの検討を始めた。虐待の相談件数は増えているが、子供本人が通報するケースは全体の約１％にとどまっている。小中学生などにも身近になりつつあるＳＮＳを活用し、虐待の潜在化を防ぐ。
　同省は、虐待を受けている子供や近所の人らがＳＮＳのメッセージ機能などを使って児童相談所（児相）に通報するケースを想定。ただ、通報内容が「虐待を受けている」といった短文では発生場所や状況の把握につなげられない恐れがある。
　今後、子供の住所や学校名など安全確認に必要な情報の入力項目を送信欄に設けることが技術的に可能かといった点を詰める。いたずら通報の防止やプライバシーの保護策も考えていくという。
　同省によると、全国の児相が2015年度に受理した虐待の相談件数は10万3286件で、初めて10万件を突破した。通報者は警察が全体の４割を占め、虐待を受けた子供本人からは930件で0.9％にとどまった。
　虐待の通報先には全国共通の相談ダイヤル「189」があり、電話をかけると最寄りの児相に転送される。ただ、電話がつながりにくく子供本人は助けを求めにくいといった課題があった。
　虐待を受けた子供の年齢をみると小学生以上が約５万９千件で57％を占める。一方、内閣府が16年に行った調査では小中高生の49％がスマートフォンを利用している実態がある。
　このため同省はＳＮＳが子供本人からの通報を促す上で有効な手段になると判断した。「子供の安全確認までできるようにする方法を探っていきたい」（担当者）という。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG14H44_W7A810C1CR8000/
・児童虐待　ＤＶ被害受けた母　子どもへ支援求める声（毎日新聞・8月17日）
　厚生労働省が１７日公表したまとめによると、２０１６年度に全国の児童相談所（児相）が対応した虐待件数（速報値）は前年度１９％増の１２万２５７８件。子どもの前で親が配偶者に暴力を振るう「面前ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）」を中心とした、警察からの通告が大きな増加要因になっている。
　　　　　　　　◇
　一方、ＤＶ被害を受けた母親からは、子どもへのきめ細かな支援を求める声が上がる。関西地方に住む３０代の女性は約１年前、当時６歳だった子どもを連れ、交際相手の男性の元から逃れた。男性はささいなことで怒り出し、手がつけられなくなる。子どもの目の前で、布団に顔を押しつけられたり、性的な接触をされたりした。子どもと２人で壁際に追い詰められ、大声で威圧されたこともある。
　交際相手と離れてから子どもに目立った変化はないが、今でも男の人の大きな声や乱暴な言葉遣いには敏感で「しゃべり方が怖い」と漏らしたりする。女性は子どもと民間支援団体による心理的ケアのプログラムを受けたが、こうした支援を提供できる団体や自治体は少数だ。女性は「プログラムで、私も子どもも心が楽になった。どの地域でも、被害を受けた子どもが支援を受けられるべきだと思う」と語る。
多くの児相がパンク寸前
　山本恒雄・日本子ども虐待防止学会事務局長の話　多くの児童相談所が面前ＤＶや泣き声通告の対応でパンク寸前の状態にある。児相が本来の機能を果たすには、一元的に通報を受け、緊急対応した上で児相と市区町村にケースを振り分ける専従機関が必要だ。またＤＶを目撃した子どもは、暴力を振るう親と離れても息長くケアすることが重要。法的に支援を制度化すべきだ。
https://mainichi.jp/articles/20170818/k00/00m/040/127000c

・児童虐待　最多１２万２５７８件　面前ＤＶ通報増続く（毎日新聞・8月17日）
　厚生労働省は１７日、２０１６年度に全国の児童相談所（児相）が対応した児童虐待件数は、前年度比１８．７％増の１２万２５７８件（速報値）だったと発表した。１９９０年度に統計を取り始めて以降、２６年連続で増加した。近年、子どもの前で親が配偶者に暴力を振るう「面前ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）」が虐待として認知され、警察からの通報が増える傾向が続いている。
　虐待の内容別では、言葉や態度で子どもを傷つける「心理的虐待」が最多の６万３１８７件で全体の５２％を占めた。面前ＤＶは心理的虐待にあたる。「身体的虐待」は２６％（３万１９２７件）、「ネグレクト（育児放棄）」２１％（２万５８４２件）、「性的虐待」１％（１６２２件）だった。
　通報が最も多かったのは警察からで、全体の４５％を占める５万４８１３件（前年度比４２％増）だった。警察庁が１６年４月に、全国の警察に、虐待が疑われる場合の確実な通告の実施などを求める通知を出した影響もあったとみられる。
　ほかに「近隣住民や知人」１万７４２８件（全体の１４％）▽「家族」９５３９件（同８％）▽「学校等」８８５１件（同７％）－－など。
　都道府県別では大阪府が１万７７４３件（前年度比７％増）で最多、次いで東京都１万２４９４件（同２６％増）、神奈川県１万２１９４件（同５％増）だった。
　また厚労省の専門委員会は、１５年度に虐待で死亡した子ども（心中を除く）の分析結果も公表した。今回初めて、都道府県などが「虐待による死亡と断定できない」と報告した１２人の事例も含め調査した。専門委は１２人のうち８人について「虐待死」と判断。虐待死した子どもは計５２人で、０歳児が最多の３０人（５７％）、主な加害者は実母が２６人（５０％）、実父が１２人（２３％）などだった。
　委員長の関西大学の山県文治教授は「虐待が疑われる事例は他にもあると思う。自治体はもっと虐待死を疑ってほしい。事例の分析を通じ、子どもの死亡数を減らすことにつなげたい」と述べた。【藤沢美由紀】
大阪府警「対策室」で連携
　大阪府警は今年度、警察としては全国で初めて、児童虐待に特化した部署「児童虐待対策室」を生活安全部少年課に新設。児相や自治体との連携を強化している。所在が分からない子どもについて、捜査員が府外にも出向いて追跡するなど踏み込んだ対応もしており、５月には名古屋市内で生後８カ月の男児を保護した。
　今年１～６月に府警が認知した虐待は２６５６件（前年同期比３６９件増）で、通告した児童数は４５０７人（同５１２人増）だった。
https://mainichi.jp/articles/20170817/k00/00e/040/205000c

・児童虐待　警察から児相へ通告急増　１６年度、最多１２万２５７８件（毎日新聞・8月18日）
　厚生労働省が１７日公表したまとめによると、２０１６年度に全国の児童相談所（児相）が対応した虐待件数（速報値）は前年度１９％増の１２万２５７８件で、１９９０年度に統計を取り始めて以来、２６年連続で増加した。子どもの前で親が配偶者に暴力を振るう「面前ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）」を中心とした、警察からの通告が大きな増加要因になっている。各地の児相は警察との連携は重要としつつも、急増する通告件数への対応に苦慮している。【藤沢美由紀、反橋希美】
　「自分が担当している地区ではありませんように」。関西地方のある児相では、地元の警察官が虐待の通告書を持参するたびにそんな空気が流れる。この児相では、虐待相談の半数以上が警察からの通告で、その７割弱を面前ＤＶによる心理的虐待が占める。
　東京都児童相談センター（新宿区）には警察から通告が一度に１０件持ち込まれることもある。増え続ける通告を前に、緊急度などによる選別が必要として、通告を受理すると子どもが通う保育所や学校、地域の保健所などを通じた「初動調査」に力を入れ、優先順位を見極めるという。
　一時保護するほどの深刻なケースでなくても、子どもへの支援に必要なため、親に連絡を取ろうとしても「夫婦げんかを１度しただけ。もう関わりたくない」と拒否されることも多い。子どもへのケアは行き届かないのが実情だ。
　対応する職員数の不足は否めないが宿岩（やどいわ）雅弘事業課長は「警察が積極的に関わることで、虐待だけでなく、さまざまな困難を抱える家庭を発見できることもある。日常的な連携は今後も必要だ」と話す。
　近年、面前ＤＶが心理的虐待にあたると明確化され、警察のＤＶへの介入が強化されたことで心理的虐待を中心に警察から児相への通告の増加が目立つ。１６年度は前年度比４２％増の５万４８１３件で全体の４５％を占めた。昨年は、警察庁が４月に全国の警察に対し、児相など関係機関への通告を徹底するよう通達した影響が大きいとみられている。
　虐待の通告は法的には児相に限らず市町村などに対してもできる。だが、警察の通告は事実上、児相に限定されている。警察庁は「警察が取り扱う事案は緊急性があり、児童の安全を最優先に考えた場合、専門機関である児相に通告することになる」と説明する。
　昨春成立の改正児童福祉法で、専門性の高い支援をする児相と、身近な相談にのる市町村との役割分担が明記された。心理的虐待は市町村が対応する方が適切な場合が多いとみられる。児相の負担軽減には、通告の段階でどの機関が支援を担うのかの「交通整理」が必要だ。
　全国の児相所長でつくる任意団体「全国児童相談所長会」は１３年から、厚労省に対し、警察庁と通告の扱いについて協議するよう求めている。同省は「今後警察庁と協議していく」とするが具体的な見直しは進んでいない。
https://mainichi.jp/articles/20170818/ddm/041/040/086000c
・児童虐待リスク、どう見極める　現場は模索続く（朝日新聞・8月18日）
　児童相談所（児相）が昨年度に児童虐待の疑いがあるとみて対応した件数は１２万件を超えた。社会の意識の高まりから通報や相談が増え、子どもを救える機会が広がっている面もある。だが、関係機関がリスクの判断を誤り、小さな命を失う事態は後を絶たない。
　２０１６年１月に亡くなった埼玉県狭山市の当時３歳の女児は、厚生労働省が１７日公表した１５年度の死亡事例の検証報告で虐待死と認定した子どもの１人だ。
　浴室で冷水をかけられ、放置されて死亡した。体重は１０キロに満たず、顔にはやけどを負っていた。その後の裁判などで、母親とその内縁の夫がＬＩＮＥ（ライン）で相談するなどしながら繰り返し虐待していたことが判明した。
　母親は１０代で妊娠し、生まれた子に乳幼児健診を受けさせていなかったり、子どもの泣き声の通報が警察にあったり、虐待が疑われる情報はあった。ところが虐待の早期発見や必要な保護のために、児相や保健センター、保育所や警察などが協議する「要保護児童対策地域協議会」（要対協）に上げられず、共有されなかった。
　狭山市が有識者に依頼した検証報告書からは、虐待が確認されたケースを優先し、「グレー」の事例をじっくり検討する余裕がなかった状況が浮かぶ。
　当時、月１回の要対協での実務者会議は２時間ほど。扱うケースは平均４０件で、「３分に１件」の計算だ。要対協で検討するかどうかを市がとりまとめる段階で、各機関が市にケースを上げることを「自己抑制」していた。市の保健センターは母親の健診の未受診を把握していたが、「重大事案以外は会議に上げない雰囲気」が広がり、担当者が抱え込んでいたとされる。
　要対協は昨年５月、家庭への支援が必要とされる親子や、未成年で妊娠・出産した場合なども検討対象に含めるようにした。荒田雅郎・こども支援課長は「二度と同じようなことが起きないよう、連携する機関で緊張感を持ち続け、小さな情報でも共有するしかない」と話す。
　関係機関が何らかの支援を通じて接点があったのに、救えなかった命は少なくない。厚労省の死亡事例検証報告では、１５年度中に無理心中を除いて亡くなったと認定した４８件（５２人）のうち３７件が該当した。
　リスクが高い事例を見逃さないために、ほかの自治体でも模索が始まっている。１２年に乳児の虐待死が２件起きた三重県では、児相が一時保護の方針を強化した。リスクを見極める独自の評価シートを１４年度に導入。「理由不明の傷やアザがある」「子どもが殴られているのを通告者が見た」など１５項目に一つでもあてはまれば一時保護を検討し、保護しない場合は理由を必ず記録している。
　二つの事件は発生前から児相が関わっていた。四日市市の母親が１０カ月の女児の頭を殴り死亡させた事例では、児相がその約５カ月前、「夫婦が泣く赤ん坊を飲み物の容器でたたいたり、グーで５～６発殴ったりした」との通告を受けた。職員らはすぐ家庭訪問したが、両親が調査に協力したことなどを理由に一時保護しなかった。
　県児童相談センターの鈴木聡所長は「現場は今も痛恨の思いを抱えている。結果として虐待がなかったとしても子どもの安全を第一に考え、一時保護をためらわない方針だ」と話す。
　虐待の疑いによる一時保護の件数は１２年度の約２００件から１６年度には約３５０件になった。保護日数は「１週間未満」が５割と短期化し、当日のうちに帰す事例も増えている。保護者と話し、育児の悩みを把握、支援につなげるきっかけにもなっているという。一時保護によって、その後の虐待の相談が減るかどうかの分析も進めている。
　■態勢強化、国は財政支援を
　より多くの事例に深く関与するには態勢の強化が欠かせない。狭山市では担当職員を４人増やすなどし、三重県は県内の児相が応援態勢を組んで対応しているという。ただ「通告に忙殺されていて、一時保護や施設に預けた子どもなど、より深刻なケースの対応がおろそかになっている」（関東地方の児相職員）ところもある。
　厚労省は児相の「強化プラン」で、虐待に対応する児童福祉司を１６～１９年度の４年間で約２割増やすとしている。４月施行の改正児童福祉法では市区町村に支援拠点の設置も求めたが、努力義務だ。財政難の中、自治体によって虐待への取り組みには温度差がある。
　児童虐待に詳しい松本伊智朗・北海道大大学院教授は「人数だけでなく、専門職育成には専門性を担保できる研修と、現場で経験を積ませる自治体の人事体制が必要だ。児相だけでなく市区町村が専門職を雇って支援する力をつけねばならず、国はもっと財政支援すべきだ」と指摘する。
http://digital.asahi.com/articles/ASK8K7V06K8KUBQU017.html?rm=301
・児童相談所　施設内の虐待１４４件　１４・１５年度（毎日新聞・8月19日）　
６９自治体調査　１６県市は公表義務守らず
　家庭内虐待などで児童福祉施設や里親家庭に保護された児童への虐待が、２０１４年と１５年の両年度に計１４４件あったことが、児童相談所が設置されている６９自治体への取材で分かった。表面化しにくい施設内での虐待は０９年度から早期発見の仕組みが制度化され、６９の都道府県や政令市などに公表が義務付けられたが、１６県市は一度も件数などを公表していないことも判明した。
　０９年施行の児童福祉法は、都道府県などが毎年度、虐待や対応状況を公表することを規定した。しかし、公表しない自治体もあるため、毎日新聞は児童相談所がある４７都道府県▽２０政令市▽中核市（神奈川県横須賀市、金沢市）に取材した。
　それによると、１４年と１５年の両年度に児童本人からの届け出や職員などからの通告は計４２７件あり、１４年度は６４件、１５年度は８０件の虐待が認定された。厚生労働省によると、０９～１３年度は３９～８７件で推移している。
　虐待場所は児童養護施設や児童自立支援施設などの「社会的養護関係施設」９８件が最も多く、ファミリーホームを含む「里親」２１件▽「障害児施設」２０件▽児童相談所などの一時保護先４件▽その他１件だった。
　虐待された児童の学齢は福島、新潟、高知、佐賀県を除き回答があり、乳幼児２０人▽小学生５１人▽中学生５３人▽高校生３８人▽その他４人－－だった。同時に３人以上や不特定多数の児童が虐待されたケースも東京都、愛知県などで９件確認された。虐待の態様（複数回答）は、身体的虐待８５件▽心理的虐待３４件▽性的虐待２８件▽放置（ネグレクト）８件－－などだった。
　改正児童福祉法は公表方法の明確な基準を示していないが、ホームページに掲載するのが一般的だ。０９年の義務化後も一度も虐待件数などを公表していないのは１８日現在、青森、岩手、千葉、神奈川、新潟、福井、広島、徳島、香川の９県と札幌、千葉、川崎、横須賀、静岡、堺、金沢の７市。その理由について各自治体は、「公表のルール化の遅れ」（新潟県）▽「有識者会議に個別に報告すれば公表になると位置付けていた」（千葉県、神奈川県）▽「国に報告すれば公表したことになると考えていた」（香川県など）－－などと答えた。政令市の多くや中核市は「虐待ケースがゼロなので公表の必要はないと認識していた」（札幌、千葉、川崎など）としている。
　改正児童福祉法では、施設の職員や里親家庭などでの虐待を把握した職員らは、児相などの関係機関に通告することが義務付けられた。厚労省は自治体から報告があった件数などを公表していたが、１３年度分を最後に公表していない。同省の担当者は「事務作業が滞っているため」としている。【野倉恵】
児童福祉施設や里親家庭などでの虐待事例
・児童指導員が冬、指導の一環として複数の小中学生に「海に入って死んでこい」と近くの海に連れて行き入水させた。たたいたり、蹴ったりもした（中部地方の児童養護施設）
・ドアの開け閉めなどにこだわる小学男児の行為をやめさせようと平手でほおを３回以上たたいた（中部地方の障害児入所施設）
・施設職員が入所中の女子高生の体を触り、複数回性交渉をもった（北海道の児童福祉施設）
・通園先の行事があることを突然言われたとして、里親が怒って里子の幼児の頭を強くたたいた（石川県）
https://mainichi.jp/articles/20170819/k00/00e/040/323000c
・施設や里親家庭の虐待62件　14年度、厚労省まとめ（日経新聞・8月20日）
　厚生労働省は20日までに、虐待や貧困などの理由から親元で暮らせない子供が入所先の施設や里親家庭で虐待を受けた事例が2014年度に62件あったことを明らかにした。虐待を受けたのは86人で、半年以上被害を受けた子供もいた。87件だった13年度からは減少しているが、09年度の集計開始以降、３番目に多かった。
　施設職員や里親の行為に関する通告などが約220件寄せられ、調査の結果、62件で虐待があったと判断した。死亡事例はないとしている。
　暴力を伴う身体的虐待が34件を占め、うち13件では外傷が確認された。性的虐待も15件あった。
　被害が続いた期間は１週間以内の31件が最多。半年以上も８件あった。虐待が起きた場所は児童養護施設が38件、障害児入所施設などが10件、里親とファミリーホームも合わせて８件あった。
　施設職員が注意に従わない子供を壁に押しつけたり、里親の家族が、帰宅が遅かったことを理由に子供の顔をたたいたり、首を絞めたりしたケースがあった。
　厚労省は13年度まで５年分の虐待事例について専門家による分析結果も公表。地域によって確認した虐待件数にばらつきも見られたことから、各地で調査方法や判断基準に違いがあるのか点検する必要があると指摘した。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG20H2T_Q7A820C1000000/

・児童養護施設、相次ぐ地元反対　施設側「偏見やめて」（朝日新聞・8月21日）
　児童養護施設の新設が、地元住民の反対で進まない例が各地で起きている。中には子どもへの中傷まがいの言葉が投げられた例もあった。岐阜県山県市では、２年後に予定する施設の新築移転計画の先行きが見通せない状況に陥っている。
　「恵まれない子を見守ろうというきれいごとで収まる話じゃない」「温かい目で見守れないのか」
　６月２２日夜、山県市高富地区の公民館。隣接する関市の山間部から移転を予定する児童養護施設「美谷学園」が住民説明会を開くと、地域住民約４０人が賛否両論の意見を口にした。
　約８０人の子どもが入所する美谷学園は老朽化や通学の都合を考慮し、２０１９年に新築移転する計画だった。だが土地の造成も済んだ昨年春、地元で反対の声が上がり、昨年９月には計約１３００人分の署名と移転反対の意見書が市に提出された。
　反対の大きな理由が同じ中学校区に別の児童養護施設があること。ある男性は「人口規模からみれば集まり過ぎ。地域で目が届くだけ、受け入れるべきだ」と話す。別の男性は「地元の中学校が『荒れた』過去があり、また起こる心配がある」と主張する。
　署名を呼びかけたビラには「周りの子どもたちに様々な影響を与える恐れ」「自治会活動や子供会運営に支障をきたす恐れ」とあった。美谷学園の森川幸江理事長は「学園や、同じ中学校区にすでにある施設でも今は地域での問題は起きていない」と主張。ビラの内容に「偏見だ。撤退すれば学園が偏見を認めたことになる」と訴える。
　学園側は昨秋、反対する住民に配慮して、移転後の施設の定員を４５人から１６人に縮小する案も示した。だが反対派住民は認めていない。
　施設建設に国の補助金を受けるには、市が地元感情も含めた計画への是非を記し、意見書を県に提出する。市の担当者は「地元理解は得てほしい」と話すが、溝は埋まらないまま学園は補助金申請の手続きをとる構えだ。
■新設、頓挫した例も
　全国児童養護施設協議会（東京）の武藤素明副会長は、施設の新設や移転をめぐって「各地の施設から同じような相談を受けている」と明かす。
　昨年夏、東京都国分寺市では、社会福祉法人が６人規模の施設の新設を計画したが、一部の周辺住民の反対で断念した。住民がまいたビラには、入所する子どもを「いじめ、ねたみ、うらみ、つらみの経験　そんな環境を持つ子供」とし、「（地元の）子供に与える影響が不安」とあった。
　武藤副会長はこのビラに対して、「施設にいる子どもたちに『悪さをする』というレッテルが貼られていると改めて感じた」と憤る。「両親と暮らせない生活環境で頑張る子どもの姿は、『地域で子どもを支えよう』という意識が根付くことにつながる」と強調。一方で不必要な批判を受けないために、施設側が計画段階から丁寧に説明することも必要だと指摘する。
　児童福祉に詳しい関西大の山県文治教授（子ども家庭福祉）は「施設といい関係を築いている地域を反対する人たちにも見てもらうなど、話し合いを繰り返すことが大切だ」と話している。（山岸玲）
　　　　　◇
〈児童養護施設〉　虐待や死別、貧困などで親が育てられない原則１８歳未満の子どもを入所させ、保護・養育する施設。かつては孤児院と呼ばれていた。厚生労働省の調査によると、２０１３年時点で全国約６００施設に約３万人が入所する。虐待が理由で入所する子どもが近年増えて、同年には半数近くに上った。
http://digital.asahi.com/articles/ASK894RKWK89OIPE00T.html?_requesturl=articles%2FASK894RKWK89OIPE00T.html&rm=239

・「その質問、誘導です！」　広がる「司法面接」　虐待、いじめでの子供への正しい聞き方とは（産経新聞・8月24日）
　「◯◯にたたかれたの？」「グーで？　パーで？　どっち？」。子供が暴力などの被害にあったとき、大人はこんな質問をしがちだ。心配のあまり、また結論を急ぐあまりの聞き方だが、実はこれらが誘導となり、子供の記憶を塗り替えてしまうことがある。こうした懸念から生まれたのが、「司法面接」と呼ばれる事情聴取の方法だ。虐待事件などで子供が被害者となったとき、警察と検察、児童相談所が連携し、専門的な研修を受けた代表者１人が面接することで、子供から正確な情報を聞き出し、また聴取の回数を減らして子供の負担を軽くするのが狙い。欧米を中心に普及しているが、近年は日本でも面接手法を導入する動きが本格化し、大阪地検には研究チームが設置されている。専門家は「虐待だけでなく、いじめなどの聞き取りにも使える手法」として、教員らにもノウハウが広まればと期待する。
記憶に沿って、子供の言葉そのまま
　「ママにここドーンされた」「ドーンされたってどういうこと？」。大阪地検の一室。小さなソファに座って向き合い検事が子供に話を促す。警察や児相のメンバーは別室のモニターで確認し、聞きたいことがあれば内線電話で検事に連絡。聴取はすべて録画される。
　大阪府は児童虐待の通告件数が全国ワーストで、同地検は平成２７年４月に全国に先駆けて司法面接の研究チームを設置し、民間の行う研修でノウハウを学んだ。会話の中に多彩な擬音が登場するのは関西人の特徴だが、特に子供は「ドーン」「バーン」「ボーン」といった言葉で受けた暴力を表現することが多い。チームメンバーの大口奈良恵検事は「子供自身の言葉で、記憶に沿って話してもらうことが大事」と話す。
　昨年には同じくメンバーの下野真弓検事が司法面接の先進国の一つ、米国のアラバマ州へ留学し、面接の研修を受けるとともに、警察など関係機関との連携実態を視察。今では日常的に司法面接を実施し、録画を見直して改善点を話し合っている。
発達途上、自分と他者の記憶が混同
　虐待などの立証では被害を受けた子供の供述が重要になる。だが「子供から正確な記憶を聞くには知識と訓練が必要。大人と同じような聴取はできない」と、立命館大総合心理学部の仲真紀子教授（発達心理学）は話す。
　仲教授によると、子供は認知機能の発達が未熟で「他者からの情報と自分の記憶を混同するなど、周囲の発言の影響を受けやすい」という。『お父さんがたたいたの？』『グーとパーどっちで？』といった具体的な内容を含む問い方（クローズド質問）や、「～されたのね？」という聞き方（タグ質問）は意図せず誘導となったり、記憶を塗り替えたりしてしまう。しかし、聞き手は思い込みや、子供が答えやすいよう先を促そうと思ってこうした質問をしがちだ。
「信用できない」度重なる“無罪”の歴史
　司法面接が開発された背景には、子供への不適切な事情聴取から虐待事件などの数多くの裁判で被告人が無罪となった歴史がある。
　仲教授によると、米国では１９８３年に起きた「マクマーチン事件」が有名。幼児が幼稚園の職員から虐待を受けたとされたことをきっかけに３００人以上の子供が性的虐待や動物の殺害、果ては赤ん坊を殺害して食べたなどの被害を訴えた。数多くの逮捕者が出たが証拠は発見されず、告発の多くが取り下げられて無罪が確定。ほかにも類似の事件が米国のほか、英国やフランスなどでも多数あったという。
日本でも子供が親や友人との会話の影響を受けて記憶が曖昧となり、裁判で供述の信用性が否定され被告人が無罪となったケースは少なくない。仲教授は「子供とその家族、被告人とその家族には精神的、身体的に大きな負担がかかった。何度も聴取を受けた子供が『信用できない』とされ真犯人も見つからないのでは、どの当事者にとっても有益ではない」として、司法面接の必要性を訴える。
広がる導入…医療や教育現場にも
　司法面接には誘導や暗示をなくして精度の高い情報を得るとともに、関係機関が面接内容を共有することで、個別の聴取で繰り返し辛い記憶を思い出させるという心理的負担を減らす狙いもある。
　警察庁と最高検、厚生労働省は、子供が被害者や参考人となる事案で連携を強化するよう２年前に通知。以来全国で司法面接の研究が進められた。厚労省によると警察、検察、児相の連携による事情聴取は平成２７年１０月～昨年１２月までに１９７件行われた。大阪地検では現在、捜査や裁判の視点だけでなく、子供のケアという福祉的な側面も考えた他機関との連携のあり方についても検討を進めている。
　仲教授が立ち上げた司法面接支援室への研修依頼も増え、２０年以上研究を続けてきた仲教授は「ようやくここまできた」と感慨深いが、今後、捜査、福祉関係者のほかにも司法面接の手法を知ってほしいと願っているのが医療関係者や教師だ。
　子供のケガから最初に虐待が発見されるのは病院や学校が多く、仲教授は「その場で正確な情報を聞き取り、次につなげることが重要」と指摘。いじめが発覚した場合にも司法面接の手法が正確な状況把握に役立つとして、「より多くの人に子供の特性を理解し、正しい聞き方を知ってもらいたい」と訴えている。
http://www.sankei.com/west/news/170824/wst1708240008-n1.html
＊DV
・日本女性、ＤＶ隠す傾向　龍谷大調べ　欧州での調査と比較（日経新聞・8月3日）
　日本の女性は欧州の女性と比べ、パートナーから受けた暴力を隠す傾向が強いとの調査結果を、龍谷大（京都市）の浜井浩一教授（犯罪学）らがまとめ、３日発表した。
　調査は昨年10～12月、近畿在住の18歳以上75歳未満の女性約2400人を対象に、自宅訪問して実施。結果をＦＲＡ（欧州基本人権庁）が2012年に実施した欧州連合（ＥＵ）での調査と比較して、日本人女性の傾向を分析した。
　回答した約740人の日本人女性のうち、６人に１人が暴力的な被害を受けていた。比率は欧州（33％）より16ポイント低かった。
　しかし、夫や恋人などのパートナーから受けた暴力を警察に通報した日本人は１人もおらず、欧州は14％だった。パートナーでない人から受けた暴力について通報した比率はほとんど変わらず、日本では親密な間柄で起きた暴力が表に出にくい様子がうかがえた。
　浜井教授は「日本では身内の被害を届けにくい雰囲気があるのではないか。被害者を孤立させないような社会をつくることが必要だ」と指摘している。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG03HBW_T00C17A8CR8000/

＊体罰
・殴られれば野球はうまくなる？　根強く残る「指導」という名の「暴力」（Yahooニュース／ダ・ヴィンチニュース・8月22日）
　もう数十年前になるが、私は高校球児だった。甲子園を目指せるような強豪校ではなかったが、小学生から始めた野球を続けたいと思い、野球部に入部。しかし、半年も経たない間に20人以上いた同級生が半分以下に。原因は先輩から受けた「指導」という名の暴力だった。
　野球人気は陰りを見せている――そう言われて久しい。しかし、WBCなどの国際大会が開催されれば、大きな注目を集め、連日熱戦が繰り広げられる甲子園の試合に手に汗握る人も多いだろう。
　野球というスポーツは他と比べて少し異色だ。今は数が少なくなっているというが、高校球児は坊主頭が基本。最も注目を集める夏の全国高校野球（甲子園大会）は熱中症の危険が叫ばれる昨今でも真夏の屋外で行われる。そして、「暴力」を伴った指導も近年では大きな問題に。全国の強豪校が出場停止処分になるなど、毎年のように報道される不祥事に「またか…」と落胆する野球ファンも多いのではないだろうか。
『殴られて野球はうまくなる!?』（元永知宏/講談社）は、プロ・大学・高校における体罰について取り上げた一冊。本書を読めば日本の野球と暴力が根深いことがよくわかる。
　そもそもなぜ、スポーツの指導で暴力という手段が取られるのだろうか。賛否両論あるだろうが「チームに緊張感が生まれる」「必死になる」「根性がつく」など。実際に暴力も厭わない厳しい指導で、何度も甲子園優勝に導いた学校も存在する。そして現在、指導者として活躍する人の中にも「信頼関係があれば体罰も一つの指導方法」と考える人が多いようだ。
　ここで「信頼関係」という言葉が一つのキーワードになる。イライラしている、あるいはストレス発散のために手を上げるのではない。選手の成長を願っているから手を上げるという手段を取る。そんな姿勢が相手に伝わらなければ、相手を生かす“叱る”ではなく、自分の感情に振り回された“怒る”になってしまう。互いの信頼が築けていない場合に大きな問題になるように感じる。
そして、この信頼関係は何も野球に限った話ではない。「先生と生徒」「親と子」の間柄でも信頼関係は欠かすことができないだろう。人の話を聞かないで、一方的に理不尽な論理を押し付け、暴力を振るえば「叱る」には程遠い。「自分が悪かった。次は気を付けなければならない」というよりも、「ふざけるな」と感じてしまうだろう。
　本書では他にも、怒らない指導法の一つとして、メジャーリーガーを多数輩出するドミニカ共和国の野球指導について語られている。考えさせられたのは「指導者はまず観察しなさい、聞きなさい。彼らがどんなことを欲しているかを知りなさい。バッティングやキャッチボールの音も含めて聞くことが大事。おまえは黙れ」という言葉だ。日本の多くの指導者とは違った方針となっており、暴力がなくとも名選手が育つことが実証されている。
　以前に比べ、野球だけではないが暴力に寛容ではなくなった。過去に暴力で苦い経験をした私としては喜ばしいことだ。だが、それがなくなったからと言って、日本の野球のレベルが低下しては一野球ファンとしては悲しい。暴力に頼らず、未来のスターを育てあげる熱き指導者に期待したい。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20170822-00394441-davinci-spo
＊障がい
・発達障害、早期発見へ就学時健診見直し…文科省（Yahooニュース／読売新聞・8月2日）
　子供の発達障害を早期に発見するため、文部科学省は小学校入学前に行う就学時健康診断の実施方法を見直すことを決めた。

　問診を含む検査内容を充実させるとともに、同意を得た保護者から乳幼児健診の結果を学校へ提出してもらうことなどを検討している。文科省は年度内に就学時健診の手引書を改訂し、２０１９年度入学者からの実施を目指す。

　発達障害は学習につまずいたり、不登校やいじめにつながったりする恐れがあるため、早期の発見と支援が必要とされる。しかし、これまでは就学時健診と乳幼児健診の連携がなく、発達障害を見逃す可能性もあると指摘されていた。文科省が１２年に実施した調査では、公立小中学校の通常学級に在籍する児童生徒の６・５％に発達障害の可能性があることが判明した。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170802-00050082-yom-sci
・障害者の７割「生活に満足」　「差別や虐待」は２割弱　静岡県実態調査（産経新聞・8月24日）
　県内の障害者の約７割が現在の生活に満足していることが、平成２８年度の「県障害のある方の実態調査」で分かった。生活への満足度は「満足・どちらかといえば満足」が６９・９％で２４年度の前回調査より２ポイント上昇した。県では「就労支援の充実により、就業機会が増え、生活上の安心感につながった」とみている。
　生活満足度については、「不満・どちらかといえば不満」は１３・８％。「分からない・無回答」は１６・３％で、いずれも前回調査より減少した。一方、「仕事をしている」は３１・１％、「社会参加・社会参加を実感」は５１・３％で、いずれも前回比８・３～５・９ポイント増えている。
　また、新たに「差別や虐待」について質問したところ、「ある」が１７・４％いることが判明。このうち回答者の４４・２％が誰にも相談しておらず、その理由は「相談しても解決しないと思った」が６４・８％に上った。県では現在策定中の第４次県障害者計画に、課題解決などの施策を盛り込む方針。
　調査は県内の障害者を対象に、生活実態と施策への意向を把握するため、２８年から５カ月間、障害者１万人（身体・知的・精神障害）にアンケートを発送し、４３８９人から回答があった。質問項目は住まいと暮らし▽社会参加▽悩み事相談▽福祉サービスの利用状況など８分野３８項目。
http://www.sankei.com/region/news/170824/rgn1708240029-n1.html
・公立高入試　学習障害　配慮で地域差　悩む現場（毎日新聞・8月25日）
差別解消法の施行後初　「ルビ振り」など統一基準なく
　障害者差別解消法の施行後、初めての公立高校入学試験が今春行われたのを受け、毎日新聞が全国の教育委員会にアンケートした。国による一律の基準がないために、学習障害のある生徒への配慮は地域間で格差が生じたり、他の受験生との公平性をどう保つかで頭を悩ませたりしている現場の実態が浮かんだ。
　昨年４月に同法が施行され、障害者が公立高を受験した際、障害による不利益が生じないように「別室受験」、問題文の「読み上げ」「ルビ振り」、「解答の代筆」などの申請があれば、学校側は「過度に負担にならない範囲内」で配慮することが義務付けられた。
　毎日新聞は７月、法施行前も含め、学習障害のある生徒に対して、別室受験▽試験時間の延長▽問題文の漢字のルビ振りを実施したことがあるか－－などを尋ね、大阪、鳥取、佐賀、沖縄の４府県を除く４３都道府県から回答を得た。その結果、別室受験は全４３教委、時間延長は３５教委が認めていたが、ルビ振りの許可は１３教委にとどまり、対応に差があった。
　文部科学省は２０１５年１１月、同法施行に備えて「合理的な配慮の具体例」を全国教委に通知した。受験に関しては「本人・保護者の希望、障害の状況等を踏まえ許可すること」としているだけで、配慮の可否の基準は示さず、判断は教育現場に委ねられているのが実情だ。
　学習障害を抱えていると、漢字の判読が困難な場合もある。「問題文を読めることで、障害者が本来の能力を発揮できるのならルビ振りを認める」という教委がある一方、「勉強不足で読めないのか、障害によるものなのか線引きが難しい」「他の受験生との公平性を保てるのか疑問」と戸惑いを見せる教委もあった。
　進学後の学習について懸念する声も聞かれる。甲信越地方の教委の担当者は「受験時の配慮を充実させても、入学先の高校でしっかりと授業を受けられる態勢が整っているか分からない」。東北地方の教委の担当者は「受験時にどのような対応が求められるのか、必要があれば外部有識者の意見も聞きたい」と話した。
　アンケートでは、申請があっても配慮できなかったケースの有無や件数なども尋ねたが、「中学と高校が事前に調整し、配慮を認めたことがある」との回答が多く、認めなかった数は把握できなかった。
公平性の担保課題
　大学入試センター試験受験時の合理的配慮についての制度作りに取り組む上野一彦・東京学芸大学名誉教授は「配慮によって本来、持つ能力を保障できるかどうかが公正、公平の判断となる。要望を根拠なく全て認めるわけにはいかず、普段の授業やテストで配慮を受け、本来の能力が発揮できているかどうかも大切な要素。問題文のルビ振りについては学習障害がある生徒と他の受験生との間で有利さに差が出ないかを示すデータが乏しく、公平性の担保には課題が残る」と話す。
「不利にならないか不安だった」
　障害を抱える生徒が中学校での授業や校内テストを受ける際にサポートを受けていれば、受験先の高校が入試でも配慮を認めることが多い。だが、入試での不利益を懸念して配慮を求めない生徒もいるとみられ、「合否に関係ないことを行政が明示すべきだ」との声も聞かれる。
　障害者差別解消法は、日常的な学校生活でも行政側に配慮を求めているが、指針はない。中学での支援の有無を基準にした場合、日ごろから理解が得られていない生徒は高校入試でも配慮されない可能性がある。
　埼玉県の４０代の女性は、５年前に学習障害がある娘の高校受験で、「配慮を求めたら合否判定で不利にならないか不安だった」と明かす。配慮を求めず高校に合格し、現在は正社員として働いている。女性は「配慮を受けることで他の受験生と同じスタートラインに立てる子もいる。行政は申請は合否に関わらないと示してほしい」と話す。
https://mainichi.jp/articles/20170825/k00/00m/040/175000c
＊性暴力
・性犯罪　被害相談の電話番号　全国共通「♯８１０３」（毎日新聞・8月3日）
　性犯罪被害者の利用を促すため、警察庁は３日、各都道府県警に設置されている被害相談の電話番号を統一し、全国共通の短縮ダイヤル「♯８１０３」を始めた。被害者の心に寄り添うことをイメージして「ハートさん」の語呂が決まった。２０１６年４月に閣議決定された「第３次犯罪被害者等基本計画」で性犯罪の相談体制の充実が掲げられていた。
https://mainichi.jp/articles/20170803/k00/00e/040/187000c
・性犯罪被害の電話相談、全国共通「＃８１０３」に（朝日新聞・8月3日）
　性犯罪の被害に遭った人が警察に相談する電話番号が３日午前１０時から全国共通の「＃８１０３」になった。短縮ダイヤルにすることで連絡を取りやすくし、被害の潜在化を防ぐ狙い。
　警察庁が３日発表した。被害者が電話をかけた地域の警察本部の性犯罪捜査担当者らが相談にのる。２４時間で対応するのは２３道県警だが、今後増える見込み。
　短縮ダイヤルは「ハートさん」の語呂合わせで、性犯罪被害者の心に寄り添うことをイメージしたという。これまでは各都道府県警がそれぞれ被害相談の電話番号を設けていた。
http://www.asahi.com/articles/ASK823Q77K82UTIL00L.html?iref=comtop_latestnews_04

・刑法改正により、男性のレイプ被害も対象となった強制性交罪。ただし教師のわいせつ行為には適用されず（Yahooニュース／HARBOR　BUSINESS　Online・8月1日）
　性犯罪に関する刑法が改正され、7月13日から施行開始された。なかでも「強姦罪」は「強制性交等罪」へと名称が変更され、これまでの膣性交だけでなく、肛門性交、口腔性交も対象となり、男性も被害者に含まれることになった。

　刑法改正はこれまで戦後の日本国憲法制定に伴う「姦通罪」の廃止と、’03年に発覚した「スーパーフリー事件」をきっかけに「集団強姦罪」が創設されるなどがあった。しかし「強姦罪」の構成要件が改められるのは初めてだ。これは刑法が制定されて以来、110年ぶりの見直しとなる。

「女性と人権全国ネットワーク」共同代表の佐藤かおり氏は「以前から被害者の声があり、支援団体も要望していました。性暴力の被害にあっても、なかなか捕まえてもらえない現状があった。突然、刑法が改正されたわけではありません」と話す。

　改正のきっかけは’14年9月、松島みどり法務大臣(当時)の就任会見だ。松島氏は「女性の心身を傷つけ、人生を狂わせる恐れのある強姦が、物を奪う強盗よりも罪が軽い。刑法を改正したい」と述べ、その上で性犯罪厳罰化のための検討会の設置を指示した。同年10月からは法務省の「性犯罪の罰則に関する検討会」で議論が始まり、’17年6月、改正刑法が成立した。

　条文は次のとおり。
〈13歳以上の者に対し、暴行又は脅迫を用いて性交、肛門性交、口腔性交をした者は、強制性交等の罪とし、5年以上の有期懲役に処する。13歳未満の者に対し、性交等をした者も、同様とする〉

　これまでは「姦淫」、つまり、膣性交だけが対象だったが改正によって肛門性交と口腔性交が加わり、男性も被害対象となった。

「これによって、性別にかかわらず同意のない性交自体が性暴力であると明文化したことになる」。

◆強制性の有無や時効など課題は残る
　これまでの強姦罪では女性だけが被害者だったが、改正刑法では性別を問わなくない。そのため、男性被害者に対しても被害者相談支援体制が求められる。

　ただ、「暴行又は脅迫を用いて」（暴行脅迫要件）という文言が残った点については課題が残る。これまでも「同意のない性交は罪」が前提だったが、何をもって不同意とするのかの基準が、暴行脅迫要件とされている。しかし性暴力の場面では、恐怖心から体が固まってしまったり、上司と部下など関係性によってはきっぱり拒否できない場合がある。暴行脅迫要件が残ったことで、「はっきりとした抵抗」を示す必要が生じると言われているのだ。

「法務省は性暴力被害当事者の声をしっかり聞いていない。国会での審議の際も、共謀罪より閣議決定が先だったのに、審議が十分ではなかった。きょうこの瞬間にも被害に遭っている人がいるのです」

　また「監護者わいせつ及び監護者性交等罪」が新設されたことで、親権者という関係性を利用した性犯罪も処罰できるようになった。この場合は暴行脅迫要件はない。

　だが、「監護者」は親子間以外の教師と教え子、職場での上司と部下という関係には適用されない。学校や職場などでの性暴力をどうするのかが課題だ。

　そして支援団体等は、公訴時効の撤廃や緩和なども要求してきた。子ども時代に受けた性被害を大人になってから訴えることができるというものだが、今回の改正では論点に上がらなかった。

「性虐待にあった子どもたちは自分がされている行為が躾なのか、遊びなのかわからないまま成長する。被害と認識するまで、そして心理的に回復するには時間がかかり、それだけ人生の時間を奪っていることになるのです」（同）

　ほかにも、道具や手指を使った場合は適用されず「強制わいせつ罪」となる。また、「集団強姦罪」は厳罰化に伴い削除された。

　ただ、今後も性犯罪の規定は議論が続く。附則に3年後の見直し条項が入ったからだ。

「重要なのは運用面。警察では研修をしっかりしないといけない。これまで被害届が受理されず、『相談』と処理されたケースもある。判決前からふるいにかけられることがないようにしてほしい。(ストーカー対策のように)性暴力に特化した部署を作るべきです」

　一人でも多くの被害者を救うためにも、確実な運用が望まれる。

＜佐藤かおり氏＞
女性と人権ネットワーク共同代表。パープル・ユニオン執行委員長。性暴力禁止法をつくろうネットワーク運営委員。NPO法人全国女性シェルターネット事務局長。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20170801-00147640-hbolz-soci
・SNSによる「デートDV」が急増　過度な干渉や拘束もNG（Yahooニュース／AbemaTIMES・8月5日）
　望まない妊娠、性感染症、デートDV、これらの問題の背景には性にまつわる知識の不足が原因として挙げられる。SHELLYがMCを務めるニュース番組『Wの悲喜劇～日本一過激なオンナのニュース～』では、ゲストたちが学校では教えてくれない知識を伝授。保健体育の教科書では分からない教育の実態を語った。

　“デートDV”で一般的に挙げられるパターンは、ストレスが解消されるまで相手の暴力が続き、それを過ぎると優しくなり、その後再度相手のストレスが増えたところで、また暴力をふるわれるという負のパターンだ。デートDVは目に見える暴力だけではない。携帯電話やスマートフォン、LINEなどのSNSによる過度な干渉や拘束、またそれらを利用し孤立させられることなどもデートDVにあたる。近年ではこのケースが急増しているという。
　性犯罪被害に詳しく、多くの事例を解決してきた弁護士の上谷さくらさんは「性行為の同意をしたかどうかを判別する明確な基準はない」と説明。そのうえで「付き合っていて自分の部屋でキスをして押し倒したりしたときに、女の子が抵抗をしない場合、実は女の子が嫌だと思っていても、犯罪としては立証されないと思う」とコメント。

　しかし、「これまで暴力を受けることがあった」「裸の写真で脅迫された」などの事情があれば犯罪と認定されるケースもある。レイプ被害に遭わないためには、NOと言えるときにはっきり意思表示をしないと法的に立証できないという。

　2017年7月の刑法の改正により「強制性交等罪」が設けられ、女性だけだった被害者の適用が男性にも拡大。これまでは強姦罪は3年以上だったが、強制性交等罪では引き上げられ5年以上となり、法律的にも厳しく罰せられるようになった。
　産婦人科医の河野美代子さんは「（病院には）新幹線でコーヒーを勧められて飲んだら意識を失い、気づいたらホテルだったという子もいた」と過去のエピソードを紹介。これに対し、上谷さんは「飲み物や食べ物に何かを入れられたという証拠がないと立証は難しい。さらに、被害者の記憶があいまいなので捜査が難しくなる」と説明した。

　これを受けMCのSHELLYは「海外にはデートレイプドラッグ（レイプ目的で意識を失わせるために、飲み物や食べ物に隠して入れられる薬）がけっこうあって。クラブとかお酒は必ずバーテンダーが作っているのを見てから飲むように教わった」と話した。続けて「悔しいけど、そういう知識を身につけて自分の身は自分で守るようにしないと。今の法律や状況では厳しいのでは」と日本の現状を指摘した。
（AbemaTV／『Wの悲喜劇～日本一過激なオンナのニュース～』より）
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170805-00010010-abema-soci

・「責任はすべて加害者に」　性被害の法整備働きかけ（Yahooニュース／NIKKEI STYLE・8月6日）
　性暴力被害者支援看護師（SANE）として、性暴力被害者への理解を深めるための講演、研修活動をしている。7月には性暴力に関する政策提言をする一般社団法人Springをつくった。5月までは病院の現場で看護師としても働いていたが、今は活動に専念する。
　活動を始めたのは自身もまた、性暴力の被害者だからだ。13歳の時、実の父親から体を触られた。両親が別れるまで7年間続いた。
　父親と離れた後も精神的な被害は続いた。男性に恐怖感を覚える。自分が置かれている状況を忘れようと、アルコールに頼ることもあった。男性が少ない職場を求め、看護師の資格を取った。
　職場に男性の医師や患者がいることで、働くうちに皆が性暴力を振るうわけではないと知った。救急病棟のように人の生死に関わる仕事はやりがいがある。私生活でも夫をはじめ、様々な人と関わる中「少しずつもがきながら自分を取り戻した」。
　性暴力について学び、SANEとなったのが10年前だ。自らの経験を人前で話すのは勇気のいることだったが「自分が伝えなければ何も変わらないと思った」。日本社会は海外に比べ、性暴力への理解がない。性暴力なんて大したことはない、被害者にも責任があるのではという風潮がある。「責任はすべて加害者にあるんだと伝えたかった」
　やりがいを感じるのは参加者からの反応をじかに感じるとき。例えば、ある男性警察官から「被害者からの聞き取りをするときにどう対応すべきか考えたい」と意識が変化したとの感想を聞いた。「言えばきちんと伝わる」と実感できた。
　被害者を守るためには加害者を罰する法律の整備が欠かせない。先日、性犯罪に関する罰則規定が抜本的に改正された。これまで女性のみを被害者と認定してきた性別規定の撤廃などを盛る。ただ、犯罪の認定には抵抗できないほどの脅迫や暴行があったとの証明が必要。被害者には、怖くて抵抗すらできない人も少なくないから「まだ本質的な改正ではないと感じている」。
　今後は日本社会の性暴力被害への理解を深め、さらなる法整備につなげたいという。性暴力に遭った人に救いの手をさしのべ、当たり前のように支える社会になってほしいと考えている。
（聞き手は渡辺夏奈）
［日本経済新聞朝刊2017年7月31日付］
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20170806-00000003-nikkeisty-life
・男子生徒の性被害　相談対応は？　「信じて聞く」「１人で抱え込まない」　大分市で養護教諭ら勉強会（西日本新聞・8月22日）
　●自助グループの玄野さん助言　「適切な支援で人生は取り戻せる」
　先月施行された改正刑法は、被害者を女性に限っていた「強姦（ごうかん）罪」を、男性も対象とする「強制性交等罪」に改めた。男性も女性と同等に、性被害者として認められるようになったわけだが、支援態勢の構築はこれからだ。「男性の性犯罪被害を考える（下）」（７月１２日付）で紹介した、男性性被害者の自助グループ「ＲＡＮＫＡ」主宰の玄野（くろの）武人さんが今月、大分市を訪れ、大分県高校教職員組合養護教諭部の勉強会に参加した。子どもたちの性の悩みに接する機会が多い養護教諭たちは、初期段階の支援、「ファーストサポート」の重要性を学んだ。
　養護教諭など約３０人を前に玄野さんは冒頭、「支援者が『性被害からの回復が可能だ』と知っていることが大切」と主張した。
　「被害に遭ったら人生大変なんだ、ということだけでは被害に遭った子どもたちは絶望する。『適切な支援を受けたら人生は取り戻せる』というメッセージを伝えていきたい」
　玄野さんは、近親者や知人、援助者の３人の女性から性被害を受け、回復に約１６年かかった当事者だ。２００１年に「ＲＡＮＫＡ」を立ち上げ、１１年には「男性の性被害者から相談を受ける電話相談員のための指針」を公表。性被害者を支援する各地の「ワンストップ支援センター」などで講演や研修もしてきた。
　玄野さんは、男性の性被害者への支援は女性への支援と大きく変わらないと説明した上で、「男性は性被害に遭わない」「男性はセクハラされても傷つかない」などの偏見をまず取り除く必要があると語った。
　男子生徒から玄野さんに寄せられる相談で多いのは「ズボン脱がし」。これは性暴力であり、少年期の経験で５０歳を過ぎても苦しむ人がいるといい、「相談を持ち掛けられたら軽視しないで」と呼び掛けた。また、男子生徒が「性的少数者とばらされたくなければ」と脅され、同級生から性行為を強要された事例を紹介。「社会の同性愛差別と共犯関係にある」と差別意識をなくす必要性も語った。
　　　◇　　　◇
　教諭や家族など周囲の人たちは、相談を受けたときどう対応したらよいのか。「『信じて聞く』だけで心の応急手当てができる」と玄野さんは紹介する。
　相談を受ける際は、（１）被害内容によっては密室を怖がることもあるので安心して話せる場所を生徒に選ばせる（２）「それは怖かったね」などと冷静に話を聞く（３）被害者を非難しない－などのポイントを説明。支援に必要なことだけを尋ねるのも重要だと指摘した。言ってはならないのは「なぜ逃げなかった」「男ならやりかえしてこい」「性的いじめを受ける方にも原因がある」などの言葉。二次被害を与えてしまう。「ファーストサポート」はとても大切なのだ。
　こうした事後の対応とは別に、被害を拡大しないための予防策も必要だ。普段から学校や地域で「被害者は悪くない」「被害に遭ったら信じてくれる人に相談する」ということを伝えておくべきだ、と玄野さんは強調する。被害のケアが早いほど、生徒の抱える問題は大きくなりにくいという。
　参加した養護教諭から、自身の抱えるケースの支援の難しさについて質問があった。玄野さんは具体的に助言した上で、教諭が保健所やワンストップ支援センターなどと連携しておくことも大切だと語る。「１人で抱え込むと健全で適切な対応ができなくなる。守秘義務が守れる相手に相談することが大切です」
http://www.nishinippon.co.jp/feature/life_topics/article/352568

・児童性愛者が学校勤務、知る権利か？忘れられる権利か？（朝日新聞・8月26日）
　教え子の小学生への強制わいせつ容疑で、愛知県警に逮捕された臨時講師の男の公判が名古屋地裁岡崎支部で進んでいる。男は４年前にも別の小学校で性犯罪を起こし、停職処分を受けていた。男が名前を変えたこともあり、情報が共有されなかったという。
　男は大田智広被告（３０）＝愛知県刈谷市。勤務していた同県知立市の市立小学校のトイレで５月、低学年の女子児童にわいせつ行為をした疑いで逮捕、起訴された。その後、別の児童計４人へのわいせつ容疑でも再逮捕されている。８月には懲戒免職処分を受けた。
　８月の初公判では起訴内容について、「間違いありません」と認めた。検察側は、証拠調べの中で大田被告が「年少者に性的関心があった」と話したことを明らかにした。
　大田被告は、知立の事件の前にも児童買春・児童ポルノ禁止法違反（児童ポルノ提供）の罪で罰金の略式命令を受けていた。埼玉県内の小学校に勤めていた２０１３年、児童ポルノ画像をメールで送った疑いで逮捕。埼玉県教委から停職６カ月の懲戒処分を受け、依願退職した。
　知立市の小学校で再び教壇に立ったのは埼玉で事件を起こしてから２年後。大田被告は「知宏」から「智広」に改名。教員免許状の名前も変えて採用試験を受けた。教員免許は懲戒免職や禁錮刑以上の罪が確定すると失効する。だが、埼玉の事件は停職処分だったので免許を持っていた。
　採用を制限する規則はないが、知立市教委の本多泰裕学校教育課長は「（犯罪歴を）知っていたら任用していなかっただろう。立ち直りや人権への配慮は必要。だが、わいせつ事案が再び起きれば子どもに影響する」と話す。教員免許の失効は官報で公表されるが、停職以下の懲戒処分は報道頼みの部分もある。改名されたら把握は難しいという。
　大田被告の採用時に提出された履歴書には「家事従事」とあり、教員歴や処分歴の記載はなかった。面接では「母親の世話で仕事に就けなかった」と説明されたという。
　知立市教委は事件発覚後、面接時に処分歴を問うことも検討したが、断念した。地方公務員法は「懲戒免職処分から２年を経過しない者は職員になれない」と規定するが、それよりさかのぼるのは「人権上問題」と判断したという。
　文部科学省には教員免許の管理システムがあり、改名しても免許状番号や授与年月日が引き継がれる。ただ、処分情報は掲載されない。情報共有について、文科省の担当者は「処分の公表や基準が教委ごとに違い、検討課題」と慎重だ。
　右崎正博・独協大学名誉教授（憲法）は「忘れられる権利と知る権利のどちらを優先させるかを個別に判断するしかない」と話す。知立の事件については、「知る権利が優先されるべきでは」と指摘する。再発防止のために、教員免許状を出した教委がわいせつ関連の処分歴に限って一定期間保存し、採用などで照会があれば回答する仕組みを提案する。ただ、「犯罪や処分は多種多様。何でも保存対象にしてはならない」とも話した。（日高奈緒、田中恭太、増田勇介）
■英国では犯歴証明書の提出が必要
　性犯罪者らの治療や社会復帰の支援に取り組む「性障害専門医療センター」代表理事の福井裕輝医師は「小児性愛者を学校で勤務させるのは、アルコール依存症の患者をバーに連れて行くようなもの」と例える。
　米国には、教員志望者に小児性愛傾向があるかどうかを試験する側がチェックできるテストがあるという。福井医師は「日本での導入には抵抗も大きいだろう」と指摘。その上で「就職時に子どもを性的対象としないと約束する誓約書を書かせたり、テストを受けた本人のみが結果を見ることができるようにし、もし小児性愛傾向がある場合は治療機関へつなげる仕組みを作ったりするなど、人権侵害を避けて被害を防ぐ方法はある」と提案する。
　鹿屋体育大学の森克己教授（スポーツ法学）によると、英国では子どもとふれ合う仕事に就く場合、政府機関が発行する犯歴証明書の提出が必要だという。森教授は「教員からボランティアまで対象は幅広く、性的虐待以外にも体罰やネグレクトの前歴がある人は子どもに近づく仕事はできない。日本でも同様の仕組みを検討するべきだ」と話す。
http://digital.asahi.com/articles/ASK8S46HNK8SOIPE00F.html?rm=576
・性虐待は刑法犯、厳しい罰則　「監護者」の定義に課題なお　法改正、抑止力に期待の半面（西日本新聞・8月29日）
　先月施行された改正刑法では、家庭内の性虐待を念頭においた「監護者性交罪」「監護者わいせつ罪」が新設された。性被害者が13～17歳で、加害者が親など「監護者」の場合、児童福祉法ではなく刑法で罰せられるようになった。性虐待への法整備は一歩前進したものの、親以外からの性虐待など、子どもへの性犯罪に関する課題は山積している。
　刑法の強姦（ごうかん）罪（現・強制性交罪）は、１３歳未満は暴行や脅迫がなくても成立してきた。しかし、13歳以上は性交に同意する能力がある「性交同意年齢」とされ、大人の被害者と同様に暴行や脅迫が伴った性交でなければ強姦罪に問えなかった。このため虐待の現場では、13歳以上の子どもに対する性虐待は、より罪の軽い児童福祉法違反として扱われてきた。
　そこで新設されたのが監護者性交・わいせつ罪だ。暴行や脅迫がなくても、被害者が１８歳未満で加害者が親など影響力の強い「監護者」である場合、適用されるようになった。
　　　　＊　　　　＊
　福岡市こども総合相談センターで虐待の対応をしている久保健二・こども緊急支援課長は、監護者性交罪などの新設について、「性虐待をきっぱりと“刑法犯”と位置づけた」と好影響を期待する。13～17歳への性虐待の多くは、暴行や脅迫を伴っていないとされ、児童福祉法違反として取り扱われてきたため「加害者にも被害者にも重大な犯罪であると伝わりにくかった」と振り返る。
　今回の改正で、加害者を起訴するために被害者の告訴が必要な「親告罪」ではなくなったことも評価する。被害者によっては幼いころから性虐待を受けて被害意識を持ちにくかったり、「家庭を壊したくない」と被害を話さなかったりする事例もあるからだ。
　福岡市が受理した昨年度の児童虐待件数976件のうち、性虐待は１％程度。例年２％前後を推移するという。「統計上はその程度でも、大人になってようやく告白できるようになるなど、暗数はかなりあるだろう。刑法犯となることで一定の抑止力になってほしい」。ただ「監護者」の定義が曖昧で、例えば同居している母親の恋人などに適用できるのかなど、不確かな要素も多い。
　　　　＊　　　　＊
　子どもの権利に詳しい、ＮＰＯ法人ふくおか・こどもの虐待防止センター事務局長の松浦恭子弁護士は、今回の改正を「前進した」としながらも不十分だと指摘する。監護者性交罪は、加害者が教諭や家庭教師、部活動の指導者などの場合は適用されないからだ。こうした人は「監護者」と言い切れなくても子どもに強い影響力を持ち、暴行や脅迫がなくても子どもは抵抗できない例が多いという。
　では、子どもを性犯罪から守るためにはどうしたらいいのか。注目したいのは、性交同意年齢の引き上げと、１８歳未満に対する性交への細かな規定だ。
　性交同意年齢が引き上げられれば、その年齢未満では、加害者が監護者であろうとなかろうと、暴行や脅迫がなくても刑法で罪に問える。国連の自由権規約委員会による最終見解（２００８年）は日本に対し、性交同意年齢を１３歳から引き上げるべきだとする所見を採択したが、今回の改正では見送られた。
　先進国では１８歳未満に対する性行為について、細かく規定している国も多い。ドイツは性交同意年齢を１４歳とした上で、教師や上司、内縁関係の人物などを対象に、その支配関係を乱用した１８歳未満への性行為を禁じている。
　今回の改正では、付則に施行３年後の見直し規定が盛り込まれた。松浦弁護士は、性交同意年齢を義務教育卒業程度まで引き上げる必要性を指摘する。「子どもの防御能力や意思決定は、発達過程にある。その弱さにつけこまれないように法で守ってこそ、本当の保護といえる」と、今後の議論に期待を込めた。
http://www.nishinippon.co.jp/feature/life_topics/article/354318
＊性的搾取
・ＪＫビジネス規制強化へ　神奈川県、対象広げる条例改正検討（産経新聞・8月20日）
　神奈川県が女子高校生によるマッサージや接客サービスを提供する「ＪＫビジネス」の規制強化を検討している。現行の県青少年保護育成条例では規制の手が及ばない無店舗型なども規制対象とするもので、県民から広く意見を募集したうえで今年度中の条例改正を目指す。神奈川県青少年課は「ＪＫビジネスは犯罪の温床となるケースも多く、早急に対策を講じたい」としている。（川上朝栄）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇
　ＪＫとは「女子高校生」のローマ字表記の頭文字から取った略称で、現行の条例下では、１８歳未満の従業員が個室内で異性客の体に接触するサービスを提供することが規制対象だった。県は規制対象外となっている無店舗型や店舗フロア内でのサービスなども規制対象とする方針。
　裏オプション
　同課によると、近年、秋葉原や池袋など東京都内の繁華街を中心に、女子高校生を派遣し、異性客の体に接触するサービスを行う「派遣ＪＫリフレ」や異性客と屋外でデートする「ＪＫお散歩」、異性客の前で水着撮影を行う「ＪＫ撮影会」など多様なＪＫビジネスが増加している。
　中には「裏オプション（裏オプ）」と称して、わいせつな行為が行われているケースもあり、売春などの違法な性的サービスもあるという。
　これを受けて、都は無店舗型を規制対象とする条例を７月から施行。「規制が強まった都内から、県内へとＪＫビジネスが一挙に流入する可能性がある」（同課）との懸念が高まっており、県も規制強化に乗り出す方針を固めた。
　４店舗を把握
　県は平成２２年１０月に同条例を改正し、個室内での「ＪＫリフレ」や「ＪＫ撮影会」などに対して規制を行っており、１８歳未満の青少年の健全育成を阻害すると認められる店舗については、知事が指定し、１８歳未満の立ち入り禁止などの措置を講じるようにしている。
　同課は現在、県内でリフレ店４店舗が営業していることを確認しているが、１８歳未満の雇用はないものとみている。
　これまでの条例では立ち入り調査の対象を「店舗」としていたが、無店舗型の進出を視野に、「事務所」を追加。さらに、従業員名簿の備え付け義務化や営業停止命令も新設する方針だ。
　意見募集は８月８日まで。県ホームページ（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｐｒｅｆ．ｋａｎａｇａｗａ．ｊｐ／ｐｕｂ／ｐ１１４４９６１．ｈｔｍｌ）で募集している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇
【用語解説】ＪＫビジネス
　女子高校生による親密なサービスを売りに男性を接客する業態。東京都内では平成２２年ごろから、秋葉原を中心に広がった。７月施行の都条例では「リフレ」「見学・撮影・作業所」「コミュ」「カフェ」「散歩」の５つの営業形態に分類し、メイド喫茶は規制の対象外とされる。店名などに女子高校生らによる接客を連想させる「ＪＫ」や「学園」などの文字が含まれたり、制服や体操着で接客したりする店を「特定異性接客営業」として定義した。
http://www.sankei.com/affairs/news/170802/afr1708020013-n1.html
・ＪＫビジネス、無店舗型へ移る業者も　条例施行１カ月（朝日新聞・8月8日）
　女子高生らによる接客を売りにし、売春の懸念がある「ＪＫビジネス」などを規制する都条例が施行されて１日で１カ月が過ぎた。警視庁によると、都内の店舗数は減少傾向にある一方、無店舗型の営業に移る業者も現れているという。
　７月２１日夕、秋葉原地区で、警視庁の少年育成課員ら約７０人がＪＫビジネスをうたう１１店舗に立ち入り調査をした。この日、１８歳以下の従業員は確認されなかったが、店の入り口やチラシに青少年の入店禁止を示していなかったり、従業員名簿が不十分だったりした５店舗を指導した。
　ＪＫビジネス規制のため、都は７月１日に「特定異性接客営業規制条例」を施行。女子高生など青少年による接客をイメージさせる店を対象に、営業を届け出制とし、従業員名簿作成を義務づけた。１８歳未満の少年少女の勤務や客としての入店を禁じた。店側の違反行為があれば、都公安委員会が営業停止処分にすることができる。
　同課によると、都内には５月末時点で１１０の店舗型ＪＫビジネス店があったが、条例の施行直前の６月末には４１店舗まで減少。一方で、無店舗型の営業は３０から３５に微増した。条例施行後に無店舗型へ移行した業者もあったという。
　施行前から営業している店も今月３１日までに都公安委への届け出が必要だが、７月末現在の届け出数は店舗型の１４店にとどまる。７月の立ち入り調査で、「（届け出の締め切りの）８月３１日までに閉店する」と話す業者もあったという。
　同課は、表だった「ＪＫビジネス」店は減り、インターネットを使った無店舗型の形態が増えるだろうとみる。捜査幹部は「関係者の検挙、条例の周知徹底、少年少女への教育の３本柱に、サイバーパトロールも含めて取り締まりを強化していく」と話す。
　都などは７月２５日、秋葉原でＪＫビジネスの危険性を訴える啓発イベントを開いた。モデルの藤田ニコルさんらが登壇し、集まった中高生ら約３００人と条例に関する○×クイズなどを楽しんだ。藤田さんは、「何かあったら大人を頼って、夏休みも安全に過ごして」と呼びかけた。
http://digital.asahi.com/articles/ASK8262DDK82UTIL03G.html?rm=503
・「ＪＫビジネスに知り合い」１６％　大阪府の高校生調査（朝日新聞・8月21日）
　女子高校生らに接客させる「ＪＫビジネス」について、大阪府が高校生約３千人にアンケートをしたところ、１５～１８歳の知り合いで働いているのを見たり聞いたりしたことがあると答えた高校生が計１６％いた。府青少年課は「危険性の周知啓発が必要になる」としており、府は調査結果などを踏まえ、ＪＫビジネスの規制条例を検討する方針。
　府は青少年を性被害などから守る対策を探るため、府立高校９校を対象に調査し、５～７月に男女３０２６人の生徒から回答を得た。ＪＫビジネスについて「ガールズバーのほか、異性の客と会話やゲーム、散歩、個室でマッサージや添い寝などをしてお金をもらう仕事」と説明したうえで、聞いたことがあるかを尋ねると、２４％が「聞いたことがあり、どんな仕事かも知っている」と答えた。「聞いたことがあるが、どんな仕事かは知らない」が２０％、「初めて聞いた」は５５％だった。
　さらに「知り合いの１５～１８歳の子で働いているのを見たり聞いたりしたことがあるか」を尋ねると、「一度はある」が９％、「何度もある」が７％。「一度もない」は７９％だった。
　一方、女子生徒１５５７人に、働いてみないかと誘われた場合、どうするかという質問に「絶対ことわる」と答えたのは８０％、「悩むが、たぶんことわる」が９％だった。これに対し、「条件が良ければ、働くかもしれない」（４％）、「条件が良ければ、働く」（２％）、「すでに働いている、もしくは働いていたことがある」（１％）と、働くことを拒絶しない生徒が計７％以上いた。
　風俗営業法などで禁止にあたらない「散歩」なども含めた１８歳未満のＪＫビジネスを全面的に規制する条例は、東京都と愛知県が制定している。
http://digital.asahi.com/articles/ASK8P5FX6K8PPTIL01J.html?rm=468
・＜大阪府調査＞ＪＫビジネス「経験、前向き」７・６％（毎日新聞・8月21日）
　大阪府は２１日、制服姿の女子高生らに接客させる「ＪＫ（女子高生）ビジネス」について、府内の女子高生を対象にした意識調査の結果を公表した。働いた経験のある生徒や働くことに前向きな生徒の割合は計７．６％だった。ＪＫビジネスを巡っては、生徒が性被害に遭うケースが問題化しており、府は実態を把握し、規制条例制定などを検討する。

　府は今年５～７月、調査に応じた府内の公立と私立高校計９校の男女の生徒を対象に、文書でアンケートを実施。女子生徒は１５５７人が答えた。

　その結果、ＪＫビジネスで働くように誘われた場合、「絶対断る」が７９．２％で、「悩むが多分断る」（９．０％）と合わせて９割近くに達した。半面、「条件が良ければ働くかもしれない」が４．４％、「条件が良ければ働く」も２．４％となった。「既に働いている、働いたことがある」も０．８％いた。

　ＪＫビジネスで働くことをどう思うか、複数回答で尋ねたところ、「風俗や危ない薬などの世界につながっていくかもしれず、危険だ」が６０．４％と最多。ただ「お金のためだから仕方がない」が１５．９％、「働いている子も客も納得しているのだから問題ない」も１２．３％に上った。

　府青少年課は「ＪＫビジネスの危険性を周知・啓発する必要がある」としている。
http://digital.asahi.com/articles/ASK8P5FX6K8PPTIL01J.html?rm=468
＊性的マイノリティ（LGBTQ）
・「LGBT用トイレ」は的外れ、トランスジェンダーが困らない職場環境整備の本質を解説（Yahooニュース/ビジネス＋IT・8月3日）
　国内でも、企業のLGBT対応が進みつつある。LGBTが働きやすい環境を整えるにあたり、まず議論に上がるのが「トイレ」だ。5月には一部で「ドン・キホーテにLGBT用トイレが設置された」と報道され、ドン・キホーテの取り組みに注目が集まったと同時に、「LGBT用トイレ」という表現に違和感を覚えたという声も上がった。LGBTフレンドリーな職場環境整備で避けて通れない「トイレ」という課題。この課題の中身をトロワ・クルール 代表取締役 増原裕子氏が紐解く。

●トイレ問題は「LGBTの問題」か？
　今年5月、経団連がダイバーシティ＆インクルージョン社会を実現する上で、LGBTフレンドリーな社会を目指すことが重要だとして、企業のLGBTに関する取り組みを推進する提言を出したことに象徴されるように、企業のLGBT対応が大企業を中心に広がりつつある。

　「LGBT対応」「LGBT施策」と一括りにして語られることも多いが、実はその中身を見てみると、LGBT（レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダーなどの性的マイノリティ）に共通する課題と、トランスジェンダー（自認する性別と出生時の戸籍の性別が一致しない人）に特有の課題とに大きく分かれる。

　「LGBTに共通する課題」には、職場でのカミングアウトに関連する課題や、SOGIハラ（ソジハラ：性的指向・性自認に関するハラスメント）などがある。

　カミングアウトに関連する課題には、カミングアウトが難しい職場の空気や、カミングアウトした後に不利益をこうむってしまうこと、LGBT当事者に無断で公にしていない性的指向・性自認を他人に伝えてしまう「アウティング」などがある。

　これらの課題が放置されると、LGBT社員の生産性が下がったり、メンタルヘルスに悪影響がおよび、離職につながってしまうことも多い。また、LGBT当事者自身が課題を訴えない限り、課題が可視化されにくく、理解されにくいという特徴がある。

　LGBTの支援者であるアライが課題を指摘することもできるが、アライによる課題解決では、当事者のニーズを満たしきれないこともあり、やはり「当事者の声」がとても重要になる。

　一方で、「トランスジェンダーに特有の課題」とは、一言でいうと「望む性別で働きたいが、その実現には大きなハードルがある」ということだ。

　たとえば、トランスジェンダーは、戸籍の性別と自認する性別のどちらで就職活動に臨むかという壁にぶつかりやすい。また、働きながら性別移行をするには職場の理解とサポートが必要だが、それを得られず苦しんだり、退職に追い込まれてしまうこともある。

　企業がLGBTの対応を考える際には、まずはこの「LGBTに共通する課題」と「トランスジェンダーに特有の課題」の違いをおさえておく必要がある。 そのうえで、社員のカミングアウトに関し、あらかじめ対応を検討して備えておくことをお勧めする。というのも、LGBTが占める割合は7.6%にのぼり（電通ダイバーシティラボ「LGBT調査2015」による）、いつ社内からカミングアウトの声が聞こえてもおかしくないからだ。

●トランスジェンダーの約65%が「トイレで困る」
　トランスジェンダーが直面する課題の代表的なものの一つに、公共の場でのトイレ利用がある。男女別になっている設備の中でも最も利用頻度が高く、課題が可視化されやすい。自宅以外でトイレを使うときに、困難を抱えているトランスジェンダーはとても多い。

　特定非営利活動法人虹色ダイバーシティ（以下、虹色ダイバーシティ）とLIXILが2015年に実施した共同調査によると、トランスジェンダーの約65%が「職場や学校のトイレ利用で困る・ストレスを感じることがある」と回答している。 LGBTの中でも、特にトランスジェンダーがトイレ利用で困難を抱えていることがわかる。

　その理由のトップ3は「周囲の視線が気になる」「だれでもトイレ（車いす利用者、子ども連れの方、オストメイトの方などさまざまな人に使いやすい多機能トイレ）利用時に、障がい者や高齢者、子連れの方と遭遇すると気まずい」「他の利用者から注意されたり痴漢と思われないか不安」。いずれもハード面ではなく、他のトイレ利用者との関係性によるものだ。

　「トランスジェンダー」といっても、人により状況はさまざまで、トイレ利用で問題に直面するのは、「見た目の性別」が典型的に男性か女性かのどちらかに振り分けられない場合だ。

　したがって、見た目の性別が、自認する性別に自他ともに認めるほどに移行できている場合には、男女別のトイレに入ること自体にはほぼ問題がない。とはいえ、男性用トイレは小便器エリアと個室エリアに分かれていることが多く、トランスジェンダー男性（性自認は男性、出生時の性別は女性）は個室を使うことが多いが、個室の数が少なく使えないことがあるなど、細かな課題はたくさんある。

　男女別のトイレで困るのは、性別移行中のトランスジェンダーや、Xジェンダー（性自認が中性/両性/無性など男女に二分できない）などがメインだが、性的マイノリティでなかったとしても、見た目が中性的な人は公共のトイレで嫌な目に遭ったり、トラブルになることが少なくないという。
「LGBT用トイレ」は的外れ

　トランスジェンダーが働きやすい職場環境を考えるうえでおさえておくべき基本は、「本人が望む性別で働ける・生活ができることを最大限尊重する」にはどうすればいいのか、という寄り添う姿勢だ。

　トランスジェンダーが求めているのは「望む性別のトイレを何のトラブルもなく利用すること」であり、「専用のトイレを用意してほしい」ということではない。したがって、トランスジェンダーの顧客や社員に配慮して「LGBTトイレ」「LGBT向けトイレ」「LGBT専用トイレ」を推奨しようなどと考えると、方向性がずれた議論になる。

　さらに補足すると、「LGBT向けトイレ」「LGBT用トイレ」という言い方やニュアンスは、「LGBT専用」ではない「女性用トイレ」は「レズビアンでもバイセクシュアルでもトランスジェンダーでもない異性愛者の女性用のトイレ」で、「男性用トイレ」は「ゲイでもバイセクシュアルでもトランスジェンダーでもない異性愛者の男性用のトイレ」ということを意味しかねない。いずれにしろ、「LGBT向けトイレ」「LGBT用トイレ」という表現は多分に問題をはらんでいる。

　トランスジェンダーではない多くの人が、性自認に合った社会生活を特に意識することなしに送っている。私の場合もそうであって、女性として生まれ、女性として生活している。

　しかし、もし「今日から男性として生活してください」と言われそれを強制されたら、「困ります。普通に女性として暮らしたいです」と思うだろう。トイレも、男性用トイレではなく、女性用トイレを使いたいと自然に思うだろう。こんなふうに自分が性自認とは違う性別で生きることを強要されたらどう思うか、と一度想像してみると、トランスジェンダーが望む性別で生活したい、トイレを使いたいという気持ちに少し近づけるのではないだろうか。

　企業の取り組みとして、男女別トイレが使いにくい人への配慮としてだれでもトイレを増設したり、だれでもトイレをトランスジェンダーが使うこともあるという啓発の意味を込めて「ALL GENDER」などの表記をトイレサインに加える等の施策は、理想的な環境を目指す上での移行措置ととらえるならば一つの前進だ。

　しかし、おさえておくべきは、それでトランスジェンダーが抱えるトイレの課題がすべて解決、と思ってしまってはいけないということだ。トランスジェンダーのトイレ問題の本質はハード面にあるのではなく、いかに周りがその存在に慣れ、理解し、寄り添い、一緒にトイレを快適に使っていくかというソフト面にあるのだ。

●LIXILはトイレの機能分散で、西脇資哲氏はIoTで課題解決を提案
　7月9日、「性的マイノリティとトイレフォーラム」（主催：虹色ダイバーシティ）が開催された。「安心・快適のトイレ環境を目指して」という副題に集約されるように、だれもが安心して快適に使えるトイレ環境について、トランスジェンダー当事者、トイレ研究の専門家、トイレメーカーなどが一堂に会して語り合うイベントだった。

　トイレフォーラムで議論された内容で個人的に印象に残っているのが、下記3つのキーワードだ。
（1） 「ただ普通に用を足したいだけ」
　登壇したトランスジェンダー当事者2人（遠藤まめた氏、平尾春華氏）ともがこう話していた。出生時の性別は男性と女性と、逆の立場の当事者であるが、トイレに望むのは本当にシンプルなことなのだと感じた。性別移行中のトランスジェンダーが、怪訝な目で見られたり痴漢に間違われたりといった、不要なトラブルにいかに恒常的に苦しんでいるかがうかがえる発言だ。

（2）トイレの機能分散
　だれでもトイレなどの多機能トイレに、いろいろな機能が集中しすぎたために利用者が集中して、車いす利用者がトイレを使いたいときに使えないといった課題が発生。多様な機能をだれでもトイレだけでなく、トイレ全体に分散させる取り組みが進んでいる。

（3） 性犯罪対策
　性犯罪対策も、トランスジェンダーの2人が共通して訴えていたポイントだった。トイレを含めたパブリック・スペースにおいて、主に男性から女性への痴漢を含めた性犯罪・性暴力があまりにも多く、嫌な思いをしている女性が多いことから、特にトランスジェンダー女性（性自認は女性、出生時の性別は男性）の女性トイレ利用の話になると、性犯罪者と混同されて抵抗感が生まれがちだ。

　トランスジェンダー女性が「望む性別でトイレを利用したい」と思うことと、性犯罪に警戒することとは、次元の違う話である。トランスジェンダーは性犯罪者の巻き添えを食っている形だ。企業関係者は、まずはここをしっかりと区別した上で課題について考えるべきだ。

　登壇したLIXILの日野晶子氏からは、トイレの機能分散の一環として、「車いす優先トイレ」と「広めトイレ」に分離・併設する提案が紹介された。「広めトイレ」という名称は、“ある程度の広さは必要だが、車いす使用者用トイレほど広くなくていい” というコンセプトからきており、トランスジェンダーだけでなく、「沢山人がいると落ち着かない」「狭いトイレブースが苦手」といった一般トイレを使いにくい人、異性の親子や介助者が異性のケースなど、さまざまな場面を想定しているという。トイレメーカーも、トランスジェンダー当事者にヒアリングを重ね、トランスジェンダーも含めただれもが使いやすいトイレのあり方を研究し提案している。

　日本マイクロソフトの西脇資哲氏からは、IoTが解決するトイレの課題について、社内の実証実験の事例などが紹介された。

　トイレの待ち時間解消など、よりスムーズに分け合いながら使うトイレの近未来形の提示だった。パネルディスカッションでは、IoTを性犯罪対策に使えないのか、という議論にもなった。今後の課題だが、テクノロジーによるトイレのさまざまな課題解決にも大いに期待したい。

　トイレ利用の主な目的である排泄は、人間の基本的な欲求の1つであり、そこで望まない環境を強いられることは、尊厳にも関わり大きな抑圧となってのしかかる。トランスジェンダーを社員としても、顧客としても、性自認によって差別しないインクルーシブな環境づくりについて、いろいろな立場の人が議論し考えていくことが必要だ。この課題への対応には、日本社会の成熟度が問われていると言っても過言ではない。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20170803-00033843-biz_plus-bus_all
・ＬＧＢＴ　レズビアンの元養護教員「子供たちに理解を」（毎日新聞・8月28日）
関西の学校回り、自身の体験を包み隠さず語り、理解訴える
　性的少数者（ＬＧＢＴなど）の子供たちを救いたい－－。元養護教員で自身がレズビアンと公表している井上鈴佳さん（２７）＝大阪府大東市＝が、教育現場で児童生徒や教師にＬＧＢＴへの理解を訴え続けている。関西などの学校を回り、「教育現場を知っている当事者の私だからこそ、伝えられることがある」と自身の体験を包み隠さず語っている。
　奈良県橿原市立耳成（みみなし）西小学校で今月２４日、教職員約３０人を対象に開いた研修会。井上さんは「性的少数者は国内で左利きの人と同じ割合」というデータを紹介し、ＬＧＢＴを取り巻く現状を解説した。「いないのではなく、見えていないだけなのです」
　２０１２年に大阪教育大を卒業し、府内の中高一貫校の保健室で養護教員として勤務。自身がレズビアンだと気付いたのは、ある生徒がきっかけだった。
　１３年冬、保健室を度々訪れていた男子生徒から「男の人が好き」と打ち明けられた。ＬＧＢＴという言葉も知らなかった井上さんは生徒の力になりたいと同性愛などについて調べるうちに気付いた。「これ自分のことだ」
　学生時代、男性と交際したことはあった。ただずっと違和感があり、長くは続かない。夢の中での交際相手はいつも女性だった。
　現行の学習指導要領では、思春期には「異性への関心が芽生え」（小学校体育）と記されている。井上さんは「異性を好きになることが正しいんだと固定観念ができてしまっていた」と振り返る。
　ＬＧＢＴについて学ぶうちに、差別的な扱いを受けるなどして自殺率が高いことを知った。保健室に来ることさえできない子供を救いたい一心から、学校の枠にとらわれず広く活動したいと退職を決意した。１５年に退職後、他の当事者の話を聴くなど独自に勉強を重ねた。
　昨秋から、小中高生対象の特別授業や教員向け研修などで講師を務めている。小学生には詳しい知識は教えず「身近にいることを知ってね」と呼びかけるなど年齢によって内容を変える。授業後は相談の時間を設け、複数の子供から「自分もそうでは」と悩みを打ち明けられたという。
　研修を受けた耳成西小の岩田由香教諭（４１）は「考えが浅かったし、実際に行動が取れていなかったことに気が付いた。深く勉強しなければ」と語った。
　文部科学省は１５年に性的少数者の児童生徒へのきめ細かな対応を求める通知を出した。井上さんは「性のあり方は多様性に満ちている。当事者が自己肯定感を持って生きるためには教育現場から変えていかないと」と力を込める。
https://mainichi.jp/articles/20170828/k00/00e/040/209000c
＊子どもの貧困
・貧しさは自己責任？　偏見なくすには…高校生が考えた（朝日新聞・8月4日）
　貧しさは自己責任なの？　授業の中で、生活保護へのバッシングを知った大阪府立松原高校の生徒らが、街頭アンケートや自治体職員への聞き取りをし、解決策を考えた。答えは「関わりを持てばつながりが生まれ、偏見がなくなる」。誰もが集える子ども食堂のような場づくりを思い立ち、７月３１日にスタートさせた。
　松原市で子ども食堂を開くＮＰＯ「やんちゃまファミリーｗｉｔｈ」と連携。生徒の居場所を設ける府の事業として運営する。３１日夕、学校の調理室で生徒向けに「松高（まつこう）キッチン」を開き、参加者でおにぎりを作ってバイキング形式で食べた。８月５日には同市人権交流センターで、地域の人向けに「みんなの食卓」を開催。それぞれ今年度中に１０回、予定する。
　きっかけは昨年度、１年生だった生徒が受けた授業「産業社会と人間」だ。教員が提示した５分野から「ライツ（権利）」を選んだ女子４人の班は、過酷な条件で働く「ブラックバイト」や過労死、生活が立ちゆかなくなった時に利用できる制度を学んだ。
　その中で、生活保護を受けるのは甘えだと批判する自己責任論を知った。ネットには「恥」「不正受給」といった書き込みが並ぶ。メンバーの明見琴子さん（１６）は「なぜ、そんな風に思うの？　難しい課題だけど挑みたいと思った」。
　自己責任だと思うか、駅などで通行人１００人にアンケートした。「思う」「どちらでもない」が計４０人、「思わない」が６０人。結果をどう受けとめたらいいか、答えは出なかった。
　役所の生活保護担当者にもインタビューした。ＤＶを逃れて移り住んだ母子は地域とのつながりがない。非正規雇用で十分な賃金を得られず、保護から抜け出せない人もいる。例を挙げ「個人ではなく社会の問題だ」と答えてくれた。
　メンバー同士、誰にも打ち明けていないつらい思いを話すようにもなった。河村歩美さん（１７）は「自分だけ不幸だと思った時期もあったけど、みんな悩みがある。表に出さずにいたと知った」。
　家の事情を人にどう思われるか怖くて言い出せず、孤立する。それを防ぐには、信頼できる人に出会い、つながれる場が必要だ――。４人は学校を活用した居場所づくりを提案し、学習成果を発表する２月のコンペで最優秀賞を取った。実現に向け、市民グループが開く子どもの居場所に足を運び、遊び相手をした。２年生に進級後、メンバーの生徒が増えて１０人に。「やんちゃま」の子ども食堂で、参加の呼びかけや配膳などのノウハウを学んだ。
　府教育庁によると従来、高校での居場所づくりは生徒が支援を受ける側だった。「生徒が主体になる例は聞いたことがなく、独創性が高い」と担当者。
　メンバーの一人は、自分たちがつくる居場所に期待する。「関わりを持つことが大事。一緒に食事をするうち、この人になら話せると思えるかもしれない」。担当の木村悠教諭（３３）は「生徒が支援を受ける側ではなく社会を変える主体となってほしかった。提案を形にしようと行動する姿に希望を感じる」と話す。
http://digital.asahi.com/articles/ASK7V43YCK7VPTFC007.html?rm=545
・＜脱　子どもの貧困＞（上）「海水浴」の機会も調べよ　首都大学東京・阿部彩教授（東京新聞・8月8日）　
子どもが、楽しい時間を過ごすはずの夏休み。近年は貧困問題が影を落とす。厚生労働省によると、二〇一五年時点の「子どもの貧困率」は１３・９％で、過去最悪だった前回調査（一二年）より２・４ポイント改善したが、国際的にはなお高い水準だ。解決に向け、どのような取り組みが必要か、識者に聞いた。一回目は首都大学東京の阿部彩教授。親の所得だけでなく、「海水浴」などの指標を設け、子どもが経験する機会が奪われていないかにも目を凝らすべきと説く。
　「子どもの貧困率」が２・４ポイント減少したことは大きい。ただ改善は国の貧困対策の影響というよりも、景気が良くなり親の所得が回復したからだ。経済状況が再び悪くなれば、貧困率も悪化する可能性があり、景気に左右されない支援が求められている。
　特に、ひとり親家庭の貧困率は５０％を超える状況で、そこに手を打つためには現金支給が欠かせない。政府は昨年、ひとり親家庭に支給する児童扶養手当を引き上げた。だが、対象は二人目以降に限られ、それほどのインパクトはない。
　厚労省の調査は、所得を基に貧困率を推計しているが、欧州では、子どもの具体的な生活状況を把握できる「剥奪指標」を使った調査を取り入れている。「海水浴に行く」「学習塾に通わせる」といった項目を聞き、子どもが経験する機会が奪われていないかを調べるものだ。
　全員が海水浴に行くべきだということではない。一般的な家庭で、少しでも金銭に余裕があれば子どもにしていることができないのは、家計の危機的状況を意味している。子どもの生活がどれほど脅かされているかがストレートに反映される。
　近年、民間団体による子ども食堂や学習支援がメディアで注目されている。重要な活動だが、そもそも公的機関が担うべきこと。週に一回、月に一回という支援よりも、全中学校で給食を始めるなど、継続的で漏れのない取り組みが先決だ。
　なぜ、ご飯を食べられない子どもがいるのか。なぜ、母親とご飯を食べられない状況なのか。子どもたちがそうならないようにするために、社会はどうするべきかという議論に至っていない。労働環境や学校での取り組みなど、社会の仕組みを変えなければ、根本的な解決にならない。
◆都の実態調査　食の困窮は中２で１１％
　都は２月、阿部教授の研究室と連携して初めて実施した子どもの生活実態調査の結果を発表。「生活困難層」が２割以上に上った。
　４市区（墨田区、豊島区、調布市、日野市）の小学５年、中学２年、１６～１７歳の子どもとその保護者を対象に実施。保護者と子どもそれぞれ約８０００人から回答を得た。
　「生活困難層」は（１）所得が一定基準以下（２）家計の逼迫（ひっぱく）（「電気料金」「家賃」「食料」など７項目で支払えなかった経験が一つ以上）（３）子どもの体験や所有物の欠如（「海水浴」「クリスマスプレゼント」など１５項目から三つ以上該当）－の三つの要素のうち一つ以上該当している家庭と定義。小５で２０．５％、中２で２１．６％、１６～１７歳で２４％に上った。
　中２でみると、食べ物に困窮した経験があるのは１１．２％、経済的な理由で過去１年間、海水浴に行けなかったのは４．０％だった。
＜あべ・あや＞　米・タフツ大大学院で博士号取得。国際連合などを経て、現職。研究テーマは、貧困、社会保障など
＜子どもの貧困率＞　平均的な可処分所得（手取り収入）の半分を下回る世帯で暮らす１８歳未満の子どもの割合。厚生労働省によると、２０１５年時点は１３・９％で、７人に１人の割合になる。過去最悪だったのは１２年の１６・３％。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の直近のデータでは、加盟国など３６カ国の平均は１３・３％で、日本はこれを上回っている。
http://www.tokyo-np.co.jp/article/tokyo/list/201708/CK2017080802000159.html
・子どもの栄養格差、解消は給食頼み　研究者調査（日経新聞・8月14日） 
　低所得層の子どもはそうでない子に比べ、成長に欠かせないタンパク質や鉄の摂取量が少ないなど栄養面の格差があることが、研究者による子どもの食事調査で分かった。差は主に給食のない週末に生まれ、栄養格差解消は給食頼みであることが示された。週末に「食事代わりにアイス１本」のケースもあった。
　子どもの食の支援では民間団体が安く食事を出す「子ども食堂」が各地に増えているが、支援の重要さを改めて示す調査結果となった。
　調査は新潟県立大の村山伸子教授らが、東日本の４県19校の小学５年生に実施し836世帯が回答。週末の２日を含む４日間の食事を文と写真で記録し、年収水準別に栄養摂取量を算出した。
　同調査中で年収が下位３分の１となったグループをみると週末「昼はアイス１本」「朝食に唐揚げ、昼はパン２つ、夕食抜き」の場合があり、平日も「朝食抜き、夜はインスタントラーメンだけ」のケースもみられた。めんやパンなど炭水化物に偏り、緑黄色野菜や魚介類は給食が担う食生活が目立ったという。
　同グループの子どもは週末、野菜の摂取量が１日平均166グラムと、年収中位３分の１の176グラムに比べ5.7％少なかったが、平日はこの差が1.2％に縮小。魚介類も、週末は下位層43グラム、中位層48グラムと摂取量に差が出たが、平日はともに50グラムで格差がなくなった。
　栄養素別では、タンパク質や鉄の摂取量に週末約５～６％の差がついたほか亜鉛、カルシウムも格差が出たが、給食のある日は解消するか、わずかな差に縮まった。
　タンパク質や鉄は、子どもの筋肉や内臓、骨の成長に不可欠で、村山教授は「免疫力が低下し風邪をひきやすい、貧血を起こしやすいなど、目には見えづらい不調が貧困層の子に出ている恐れがある」と指摘した。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG30H4R_U7A810C1CR0000/
・貧困と生活保護（５１）「助けて」と言えないのはなぜか（読売新聞/YomiDr.ヨミドクター・8月25日）
生活に困ったときや精神的に苦しいときに、人はどうするでしょうか。すぐにＳＯＳを発するでしょうか？　大声で助けを求めるでしょうか？　必ずしもそうではありません。むしろ、苦しんでいる人は、なかなか声を出せず、簡単には助けを求めようとしない傾向があります。どんどん権利を主張する人、自分で制度をフル活用できる人は少数なのです。ここを勘違いしていると、社会保障や福祉の仕組みがあっても、うまく機能しません。
　助けが必要な人は、どうして声を出せないのか。要因はいくつもあります。本人が心理的に弱っていること、力を持つ者への恐れ、スティグマ（恥辱感、偏見）、自分を責める意識、本人を責める人が実際にいること、我慢して迷惑をかけないことを美徳とする道徳観――などです。近年は何かにつけて自助努力や自己責任が強調され、他者を責める風潮が強まっており、助けが必要な人が声を出しにくくなっています。
恐怖、恥の意識、自責感情、責められる不安
　わかりやすい例で言うと、性暴力やセクハラを受けた人は、被害を訴えにくいものです。加害者への恐怖、恥ずかしいという意識に加え、被害に遭った自分を責めてしまいがちです。周囲から自分を責めるような言い方をされたり、好奇の目にさらされたりするセカンドレイプもあります。また、詐欺や悪徳商法の被害者は、だまされた自分を責め、恥ずかしく思い、周囲からも責められたりバカにされたりしがちです。
　ＤＶ（配偶者らからの暴力）や子ども・障害者・高齢者に対する虐待では、加害者との力関係が問題です。家庭内でも施設・事業所でも、一方が権力や支配力を持っているから虐待が起きやすく、被害者はそこから抜け出しにくいのです。再び被害に遭うこと、報復を受けることへの恐怖心もあれば、日常生活や経済面で相手に頼っている現実もあります。加害者に対して、悪いだけではない、世話になっていて申し訳ない、自分にも非がある、と考えてしまうこともあります。
社会的な偏見・差別
　病気・障害にも、差別・排除や恥の意識を伴うものがあります。ハンセン病、ＨＩＶ感染、性感染症……。結核やがんも昔はそうでした。精神病、依存症、知的障害、認知症、ひきこもりといった、メンタル関連の領域には今でも偏見・差別があり、世間から隠そうとする家族もいます。本人も挫折感・劣等感を抱いてしまうことが少なくありません。
　自殺にも、否定的な見方や恥の意識が強く存在します。自死遺族は、なぜ気づいてやれなかったのか、助けてやれなかったのかと自分を責めます。「ＳＯＳに気づけば自殺は防げる」という趣旨のキャンペーンは、遺族にとって非常につらいものです。
福祉行政がパワハラ、追い討ち
　貧困も否定的に見られがちです。貧困に陥るのは、本人の生活態度だけの問題ではなく、生まれつきの能力や育った境遇をはじめ、病気・障害・災害・失業・離婚といった不運によることが多く、決して恥ではないのですが、社会には金持ちをもてはやし、貧しい人をさげすむ風潮があります。
　そして生活保護には、強いスティグマがつきまとっています。健康で文化的な最低限度の生活は憲法で保障された権利であって、必要なときは利用すればよいのに、行政の世話になることを恥や負い目と感じる人が多いのが実情です。
　さらに問題なのは、実際の行政の対応です。生活に困り果て、精神的に弱った状態で、勇気をふりしぼり、やっとの思いで出向いた福祉事務所。その窓口で冷たくあしらわれたり、ケースワーカーから心ない言葉を受け、責められたりした事例はいくらでもあります。福祉行政によるパワハラや、二重の心理的加害ではないでしょうか。
積極的な福祉行政が求められている
　何が必要でしょうか。まず行政や福祉関係者が、苦境にある人の心理をよく理解し、個別の相談支援をきちんとやること。積極的に手を差し伸べ、ともに問題解決に取り組むことです。相談や申請への対応が親身でないと、困っている人の希望を奪い、逆に打撃を与えてしまいます。
　制度や仕組みの周知も重要です。制度の内容が見えないと、当事者には助けを求める発想が浮かびません。「何かあればご相談を」「詳しくはお問い合わせください」といった抽象的な広報だけではなく、「こんな制度があります」と具体的な情報が、困っている人にとっては手がかりになります。とりわけ生活保護の必要な人に利用を促す広報は不足しています。
　自分から助けを求められない人にアプローチするには、受け身で相談を待つだけではなく、積極的に現場へ出かけるアウトリーチ活動や、地域住民との協力関係も必要です。
助けを求めやすい世の中にしよう
　根本的に大事なのは、社会の空気を変えることです。強くなければダメだ、辛抱しろ、弱音を吐くな、他人に頼るな、甘えるな、周囲や社会に負担をかけるな――。そういった考え方は家庭教育、学校教育、社会風潮の中で植えつけられてきたものです。
　助けを求めることは、社会に存在する「資源」を使って、個人の問題解決を図るための行動です。その意味で、困ったときに助けてと言えるのが本当の強さでしょう。
　政府・自治体は、助けを求めやすい世の中、弱さを認め合える社会の実現に向けて、困ったときは遠慮なく助けてと言おう、というキャンペーンを行うべきだと思います。
https://yomidr.yomiuri.co.jp/article/20170825-OYTET50011/
・しがみつきにくる子がいる　沖縄・名護のこども食堂（Yahooニュース・8月30日）
湯浅誠 | 社会活動家・法政大学教授
基地で揺れるこの街にも
沖縄県北部の名護市。
米軍基地建設で揺れるこの街にも、こども食堂はある。
「こどもいちば食堂」
その名の通り、名護の市営市場の中にある。
沖縄の市場は、生鮮鮮魚の小売や食堂が集まるショッピングセンターのような場所。卸売りはしていない。
リッツカールトンがお手伝い
土曜日の朝、10時前に到着すると、すでに調理作業は始まっていた。
ビシッとしたシェフスタイルの人たちが材料を切り、その周りに子どもたちが群がる。
あとでわかったが、このユニフォームの人たちは、高級ホテル・リッツカールトンの調理スタッフだった。どうりで、立ち姿が玄人っぽい。
自分でおにぎりを作れるように
開設から1年。ここでは「子どもも一緒に、イチからつくる」ことを大事にしてきた。
代表の新里善彦（しんざと・よしひこ）さんは言う。
リッツカールトンの人たちは3ヶ月前から来てくれています。こういうプロの人たちを見ることで、子どもたちにも「カッコいいなあ」「こういう仕事があるんだなあ」ということを知ってもらいたい。
ここでは、大人たちが食事を提供するというよりは、みんなで一緒につくって一緒に食べるということを大事にしてきました。調理実習を通じた食育です。
この子たちは、家では「菓子パン1個あればいい」という生活をしていますが、こうすれば自分でおにぎりをつくることができるんだよ、ということを伝えています。
実際、最初は何もできなかった子どもが、だんだんできることを増やしくと言う。
えっ、ごはんを食べていない子どもたちがいるの！？
新里さんは、調理室の隣にある「さくら食堂」の経営者だ。
食堂の経営者が「こども食堂」を開設しているのも、まだあまり多くない。
新里さんは、もともと名護市内の「青少年の家」という宿泊・研修施設の食堂を経営していた。
ずっと子どもたちを見てきたので、子どもの貧困を知ったとき、ショックを受けました。えっ、ごはんを食べていない子どもたちがいるの！？って。あの子たちの中にもそういう子たちがいたのか、と。
スクールソーシャルワーカーの方に聞くと、先生が隠れて食べるものをあげる子もいると聞いて、またショックで。
とにかく、食にたずさわっている身として、食のことでなんとかできないかと。地域の子どもたちは地域で見守りたいですから。
とりあえずやっちゃえ
きっかけは、宇根美幸（うね・みゆき）さんのブログだった。
宇根さんは、沖縄県北部で生活困窮者支援をやってきて、困窮した家庭や子どもたちの実情に触れる機会があった。
そうして出会った2人が「こどもいちば食堂運営委員会」を発足させた。代表が新里さん、副代表が宇根さんだ。
「とりあえずやっちゃえという感じ」でスタートし、始めてから協力者を増やしていった。
スクールソーシャルワーカーや民生委員の紹介で
こどもいちば食堂は、名護市から補助金を受けている。
補助の条件が「貧困家庭の子を対象にすること」。
新里さんたちにはどの子がそうなのかわからないので、名護市に3名いるスクールソーシャルワーカーや民生委員の人たちが紹介してきた子たちを受け入れている。
いわば「一本釣り」されてきた子たちだ。
ほぼ市場の近郊から来ているが、車で10分くらいのところから通っている子もいる。その子たちの送迎は、協力を申し出てくれたオリオンビールの労働組合の人たちが担ってくれている。
対象となる子どもたちは4～50名いて、一度は70名が調理室にあふれかえったこともある。
その包丁、昨日はふりまわしてたのにね（笑）
そういう事情なので、家庭環境の複雑な子が多い。
ある小6の子などは、調理のために包丁を持ってたら、スクールソーシャルワーカーの方が「その包丁、昨日はふりまわしてたのにね」と笑ってる。親とケンカして包丁を振り回したらしいです。
その子なんかは、最初のころは私の足元に包丁を3回落としましたね。あぶなかった（笑）。いわゆる「おためし行動」ですね。
親からの愛情を受けてこられなかった子は、大人を簡単には信用できないので、自分を見捨てない人かどうかを試したくなって、そういう行動をとります。
その子は、最初は調理など何もできなかったが、通ってくるうちに厚焼き玉子を作るのがとても上手になった。
親からの虐待があったため、今は児童相談所の一時保護所に入っているが、もうすぐ戻ってくる予定だ。
しがみつきにくる子どもたち
家庭で十分な愛情を受けられない子どもたちは、ここで愛情を「補充」しようとする。
宇根さんは言う。
小学校1年生とかの小さい子も来ていますが、料理をしにくるというよりは「だっこ」されにくる子がいます。
一人をだっこしながら、別の一人が私の足にしがみついている。動くときは大変です（笑）。
そういう子も回を重ねるごとに落ち着いてくるんですけど、今度はまた別の子がしがみつきにくる。入れ替わりですね。
「ゆいまある」はどこへ？
それにしても、沖縄と言うと、一般的には「ゆいまある」などのたすけあい文化の強いイメージがあるが、実態はそうでもないのだろうか。
宇根さんの考えはこうだ。
前はたしかに隣近所のたすけあいがありました。夕方一緒に遊んでたら「ウチでごはん食べていくか」と。
でもここ20年くらいは核家族化も進み、家族で過ごしたいという志向も強くなって、区（自治会）への参加も少なくなっています。
それで、地域にどんな子どもたちがいるのか気づきにくくなりました。
そういう中で子どもの貧困問題が出てきたため「だとしたら見えないけど、そういう子がいるのかな」と。
こども食堂を始めたのは、そうした理由もあったと言う。
「ゆいまある」については、高齢者の人たちにはそういう意識もありますが、私のような40代になると、もうあんまりないんです。
逆に、「これまでそれでなんとかやってきたさあ」という意識がある分、やっていけないことをイメージしづらくて、今できていないのを見えにくくしている面があるかもしれません。
それが今の生活困窮につながってきているのかな、と。
「なんくるないさあ」を支えてきた「ゆいまある」がなくなってきているんだけど、「なんくるないさあ」だけは残っているという…。イメージと現実の間のギャップの問題ですね。
リッツカールトンのパスタをこども食堂で
話しているうちに、料理ができあがった。
トマトソースとカルボナーラの2種類のパスタに、サラダ、スープ、そしてデザートのマドレーヌ。
気軽なプラスチックのプレートに入っているが、リッツカールトンと思うと、ちょっとかまえる（笑）。
ただ子どもたちは、おかまいなし。
トマトはすっぱくて嫌い、あしらわれたバジルは苦い…と、平気で残したりしていた（笑）。
「なかなか食えないもんなんだぞ」と言ってみるが、当然通じず…。
おなかと心を満たす
こども食堂は、全国的には、対象となる子を限定せず、地域全体に開かれた運営をしているところが多い。
ここのように「気になる子」だけを集めたこども食堂は、むしろ例外だ。
同時に、やはりこうした場所でないと見えない光景もある。
その多様性が、こども食堂の「豊かさ」でもあるだろう。
子どもたちが、ここでお腹と心を満たしてくれることを願う。
https://news.yahoo.co.jp/byline/yuasamakoto/20170830-00074932/

＊その他
・更生　少女少年院で意見発表会「だめと言える強い大人に」（毎日新聞・8月3日）
　四国唯一の女子少年院「丸亀少女の家」（香川県丸亀市中津町）で７月下旬、在院する少女たちが保護者や支援する地域の人たちに対し、感謝や出院後の決意などを伝える意見発表会があった。年１回開かれており、４人の少女は「だめなことはだめと言える強い大人になりたい」「夢をかなえるために自分磨きをしていく」などと涙ながらに語った。【山口桂子】
　少女の家は１９４９年、四国少年院（同県善通寺市）の分院として設置された。全国に女子少年院は９施設あり、四国には少女の家だけがある。６０人の収容定員に対し、現在１６人の少女が在院している。
　意見発表会は今年で４９回目。少女たちが施設で考え、感じていることを多くの人に知ってもらい、同時に教育活動に生かすのが目的という。
　保護者らが見守る中、少女たち自身で司会進行し、４人の代表が登壇した。ある少女は「血のつながりがなくても大切な人」というタイトルで発表。幼い頃に父親から暴力を受け、「大人の男の人は信用できないと思うようになった」と明かした。両親は離婚し、母親の再婚相手の男性と関係がうまくいかず、少女は窃盗や傷害などの非行を繰り返した。
　今の心境について、「こんな私でも家に帰ってきてほしいと家族が言っている。そう聞いて涙が止まらなかった。どうして悪いことをしてしまったのだろう」と語り、「いつか義理の父を『お父さん』と呼びたい」と打ち明けた。
　別の少女は「１０年後の理想の私」との題で登壇。「将来は助産師になってたくさんの母親の笑顔を見たい。何度も裏切ってしまった自分の母親を楽にさせてあげたい」と夢を語った。
　少女の家で統括専門官を務める高沢千恵子さんは「大勢の場での発表経験そのものが、達成感を得るといった貴重な経験になる」と狙いを語る。また、市川真由美家長（代表）は「保護者に思いを伝えたり、他の少女の思いを聴いたりすることが更生の意欲につながる。自分も他人も大事にできるような指導を心掛けている」と話した。
https://mainichi.jp/articles/20170803/k00/00e/040/210000c
・「常識でしょ」「前にも言ったよね」　上司の一言、疲れ倍増　養命酒製造調査（日経新聞・8月4日）
　働き盛りの男女の５割超が、上司から浴びせられた一言によって疲れを倍増させられているという実態が、薬用酒メーカー、養命酒製造が実施した「ビジネスパーソンの疲れの実態に関する調査」で浮かび上がった。
　調査は今年６月、都内で働く20～59歳の男女千人を対象に実施した。
　19のせりふを示し、上司から言われて疲れが倍増したものを複数回答で尋ねたところ、「常識でしょ（当たり前でしょ）」が最多の13.6％だった。「そんなこともできないの？」が12.6％、「前にも言ったよね？」が12％で続き、50.5％の人が19のせりふのいずれかを選んだ。
　養命酒製造は「頼りたい時に突き放されたり、嫌みのような形で追い詰められたりした時に、より疲れを感じる傾向がある」と分析している。
　現在疲れを感じているかとの質問には、80.7％が当てはまると回答。疲れの原因のトップになったのは「仕事の人間関係」（43.6％）で、他には多い順に「仕事の内容」（40.9％）「仕事の量」（31.5％）「運動不足」（28.1％）「通勤」（26.7％）だった。
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG04H0P_U7A800C1CR0000/
・成人１８歳、臨時国会提出へ　民法改正案、法相が検討（産経新聞・8月4日）
　上川陽子法相は４日の閣議後記者会見で、成人年齢を現行の２０歳から１８歳に引き下げる民法改正案について、今秋の臨時国会への提出を視野に検討していると明らかにした。成立すれば、明治時代の民法制定以来続く大人の定義が変わる。改正案には、結婚できる年齢（婚姻適齢）を男女とも１８歳以上に統一する規定も盛り込むとみられる。
　法務省は、今年の通常国会に改正案を提出する方針だったが、見送られていた。会見で上川氏は「選挙権も１８歳以上に引き下げられており、それに伴う義務と責任にどう対応していくべきか、トータルで考える必要がある」と述べた。
　現行民法は結婚できる年齢を男性１８歳以上、女性１６歳以上と規定。しかし女性の高校進学率が伸び、１６、１７歳での結婚が減少したことや、男性と区別する合理的理由がないとの指摘を受け、男女とも１８歳以上に統一する方針だ。
http://www.sankei.com/affairs/news/170804/afr1708040023-n1.html

・戦争の話　「テレビから」１位　１０年前と逆転　中２調査（毎日新聞・8月7日）
　この１０年で中学生が第二次世界大戦の出来事を聞く主な相手は「先生」から「テレビ」へと様変わりしている－－。京都教育大の村上登司文（としふみ）教授（平和教育学）が、東京都区部と京都、広島、那覇各市の４都市で実施した意識調査でこんな傾向が明らかになった。戦争体験者が減る中、学校教育が果たしてきた体験継承の役割がメディアに移行しつつある現状が浮き彫りになった。
　調査は２００６年と１６年、公立１８校の中学２年生を対象に実施。１６年は１２４８人、０６年は１４４９人が回答した。「第二次世界大戦の様子について誰から聞いたか」との問い（複数回答）に対し、０６年は「先生」が７７％で最も多かったが、１６年は２１ポイント減って２位に。代わりに０６年は２位だった「テレビ」が２３ポイント増え、７８％で首位になった。一方、「祖父母（曽祖父母）」（１６年調査で３７％）や「父や母」（同２１％）、「新聞」（同２５％）については、１０年前とほぼ変化はなかった。
　平和主義的な志向をみる「日本はどのような戦争も行うべきではないか」との問いについては、「思う」「少し思う」との回答がいずれも８割を超え、高水準のままだった。
　村上教授は、教員から戦争体験を聞く機会が減っている背景として「教員は上の世代ほど平和教育に熱心な傾向があり、世代交代が進んでいるほか、多忙化が主な要因」と説明。「祖父母や親から戦争の話を聞く子どもが減っていないのは意外だが、テレビドラマやドキュメンタリーが会話のきっかけになっている可能性がある。次世代が“自分ごと”として戦争体験を継承するには、今後も影響が大きくなるであろうメディアと、平和教育の果たす役割は大きい」と話している。
https://mainichi.jp/articles/20170807/k00/00e/040/206000c
・職員室で話せない部活顧問の本音　ネット通じ議論活発化（朝日新聞・8月7日）
　学校での部活動の指導をめぐる議論が、ネットを通じて教員に広がっている。長時間労働の原因の一つとして関心を集めるなか、教員同士が結びつき、署名活動や交流会を始めた。学校では口にしにくい疑問も、ネットなら発信しやすいことが影響しているという。
　７月下旬の夜、名古屋駅近くの貸し会議室に、首都圏や中部、近畿など８府県から中高の教員ら１３人が集まった。
　目的は、部活を語る勉強会。「部活の過熱防止の通知が出ると大会が減るが、翌年にはすぐ元通り」「生徒の自主活動なのに、校長から『顧問をやってもらわないと困る』と言われるのはどうしてか」……。議論は白熱し、深夜まで４時間ほど続いた。
　教員らのグループ「部活改革ネットワーク」が生まれたきっかけは、複数の教員がツイッターで部活の問題点を発信していたことだ。１０人が連絡を取り合い、３月末に福岡市に集合。悩みを語り合った。
　ちょうど新年度の部活の顧問を決める時期。授業研究をしたい、家庭を大切にしたい。そんな理由で「顧問をできない」「運動部は無理」などと、管理職にどう伝えればよいか。「会が終わった後、迷ってツイッターで発信すると、すぐアドバイスや励ましが返ってきた。孤軍奮闘を応援する、化学反応が相次いだ」と全国代表になった３０代の高校教員。「全国で悩んでいる先生たちにも、集える場をつくろうと思った」と話す。４月にグループを結成し、計１０回の会を開いてきた。会員はいま６８人だ。
　一足先の２０１５年暮れに結成された「部活問題対策プロジェクト」は、ネット署名に取り組んでいる。
　「教師に部活の顧問をする・しないの選択権を！」と署名を集めたところ、３万人以上から賛同を得た。昨年３月からは「生徒に部活に入部する・しないの選択権を！」という署名も集め、こちらも１万人を超えた。署名は２回に分けて文部科学省に提出した。
　メンバーは公立小中教員ら６人で、全員が改革ネットにも参加している。この２月から始めたのは「レッドシールキャンペーン」。職員室の机に赤く丸いシールを貼り、「部活問題に関心がある」というサインを示す。「職員室では話題にしにくい」という教員同士がつながり、議論の裾野を広げることが狙いだ。
■きっかけは「真由子」のブログ
　こうした動きの原点は、１人の公立中学校の教員が「真由子」と名乗り、１３年に始めたブログだ。「『部活動はすばらしい』の絶対性を疑う」「部活中毒、そしてエクスタシー」などと本音をつづり、その内容は国会でも採り上げられた。１４年からはツイッターも始めた。
　なぜ、ネットで議論の輪が広がっているのか。
　「部活改革ネットワーク」の全国代表は「学校では部活をやるのは当たり前とされ、疑問や悩みを話しにくい。組合でも部活が当然と考える教員が少なくない。ネットなら名前を明かさず、本音を出せる」と話す。ネットワークに加わる４０代の中学教員は、顧問を務める運動部で土日の練習をやめたところ、「子どものために見てやれ」と職場で言われた。「ネットだと各地の仲間に出会え、つながって元気になれる」と語る。
　「部活問題対策プロジェクト」のメンバーで、小学校を退職して研究者を目指す小阪成洋（なりひろ）さん（３６）は「学校は同調圧力が強く、部活への疑問を口にするのはタブー」と明かす。ネットでの発信、シールでの意思表示は「少数でもつながり、意思を示す手段になる」と期待する。（編集委員・氏岡真弓）
　　　　　◇
　〈部活動〉　教科と異なり、生徒の自主的、自発的活動とされている。しかし、文部科学省が昨年度に実施した勤務実態調査によると、中学校の教諭が部活動・クラブ活動にかかわる時間は平均で休日１３０分、平日４１分。１０年前に比べてそれぞれ６４分、７分長くなっていた。スポーツ庁の昨年度の調査では、「教員全員が部活動の顧問をする」ことを原則としている中学校は８７・５％にのぼっていた。
http://digital.asahi.com/articles/ASK7S05K4K7RUTIL02F.html?rm=614
・画文集　戦争孤児１１人の体験談「もしも魔法が使えたら」（毎日新聞・8月9日）
　第二次世界大戦末期、米軍の空襲で両親らを失った戦争孤児１１人の体験を描いた画文集「もしも魔法が使えたら」（講談社）が刊行された。長い間、身内にすら語れなかった経験が生々しく描かれている。１９４５年８月に戦闘が終わった後も、悲劇が続いていたことを伝える労作だ。
　著者は星野光世さん（８３）。大人でさえ生きていくのがやっとの戦中、敗戦直後の社会に、生活力に乏しい子どもたちが放り出された。「もらうか、拾うか、盗（と）って食うか」しかない生活を強いられた（神戸大空襲・山田清一郎さん）。「浮浪児」と呼ばれた子どもたちは警察などに拘束されおりに入れられた。
　親戚に引き取られても「親といっしょに死んでくれればよかった」と言われた女児（東京大空襲・吉田由美子さん）や、山形県での空襲で両親を失い、東京・上野で浮浪児になった金子トミさんらの話も。冷たい仕打ちをした大人たちも平和であれば優しい人だったかもしれない。「戦争が人間を変えてしまいました」と、星野さんは言う。
　２０１３年、すみだ郷土文化資料館（東京都墨田区）での企画展に出品するため、孤児体験画を描き始めた。自身を含む１１人の体験を、主に色鉛筆で淡く描いた。子どもたちの表情は時にあどけない。しかし題材は、黒々とした戦争被害。そのコントラストが悲劇性を際だたせる。「事実を描くことで、何かが伝われば」
　自身は東京・本所区（現墨田区）に住んでいた４５年３月１０日、東京大空襲で両親と兄妹の４人が亡くなった。疎開していた自分と妹、弟は助かり、親戚に引き取られた。本のタイトルは、魔法を使えたら貧しくても父母がいる「ふつうの家庭に行ってみたい」という、孤児の気持ちが込められている。
　４８年の厚生省（当時）の調査によると、戦争孤児は１２万人。実数ははるかに多いと思われる。本人たちが長く沈黙を守ったこともあって体系的な調査や研究は進んでいない。星野さんは「体験者が生きているうちに描かないと。本当のことが伝わらない」と話している。
https://mainichi.jp/articles/20170810/k00/00m/040/114000c
・静岡大　子どものネット利用把握　家庭向けサービスを開発（毎日新聞・8月15日）
　インターネットやスマートフォンが小中学生にも浸透する中、静岡大学と情報セキュリティー会社「カスペルスキー」（東京都千代田区）は、子どものインターネット利用状況などを把握できる学校向け、家庭向けサービスを開発した。ネット上で無償提供し、依存や犯罪被害などのトラブル回避のための対策として活用を呼びかけている。【早川夏穂】
　学校向けの「情報モラル診断サービス」では、ウェブサイトでアカウントを取得した教員が、各小中学校の授業でパソコンによる検定を生徒に受けてもらう。問題は、インターットの利用状況▽情報モラル▽セキュリティー▽法律－－の４項目２５問。例えば、情報モラルの分野では「友達からすぐに返信がない場合は？」という質問には「何度もメッセージを送る」「相手が忙しいかもしれないと考え返事を待つ」などの４択から答えを選ぶ。
　家庭向けの「ジュニアスマホ検定」は、学校向けのサービスと同様のものを家庭のパソコンやスマホを使って親子で受けることができる。いずれも１００点満点で、使用状況に問題がありそうかの目安は８０点とされる。
　学校向けサービスは生徒の検定結果、全国の傾向との対比などのデータが集約され、教員がクラス全体の傾向を把握できる。一方、家庭向けは、保護者と子どもで知識を共有し「食事中は使わない」「午後１０時以降は使わない」など家庭ごとのルールを作成して張り出すこともできる。
　両サービスは２０１５年から提供され、これまで計２万人以上が受検した。問題は毎年更新され、１７年度版には「歩きスマホ」「替え歌に関する著作権」などの時事問題が追加された。
　内閣府の統計（１６年）によると、青少年の８０．２％がスマホやパソコンなど、いずれかの機器でインターネットを利用している。サービスの開発に携わった静岡大教育学部の塩田真吾准教授（３５）は「スマホを持たせないのではなく、どうやってうまく付き合わせるかが重要。まずは子どもの使用状況を把握して、具体的な指導をしてほしい」と話した。
https://mainichi.jp/articles/20170815/k00/00e/040/176000c
・広島土砂災害　被災の子供、ストレス２．２倍　影響長期化（毎日新聞・8月19日）
　犠牲者７７人を出した３年前の広島土砂災害が、子供に与えた心理的影響について、広島県小児科医会が教員らにアンケート調査したところ、情緒不安定などストレス反応がある「気になる子供」の割合が、被災地外と比べて２．２倍高いことがわかった。同会は「深刻な被災が子供の心に長期的な影響を及ぼしている」としている。
　調査は今年２～４月、広島市安佐南、安佐北両区の被災地にある保育園・幼稚園、小中学校計１５校（児童ら３６０１人）と、両区の被災地外の計７校（同２７１１人）を対象に、教員や保育士ら計２２４人にアンケートを実施した。教師らが相談や指導が必要と感じる気になる子供を抽出し、落ち着きがない▽表情が乏しい▽長期欠席がみられる－－など約４０項目で該当する部分をチェックした。
　その結果、気になる子の割合は平均で、被災地が８．６％で、被災地外の３．９％の２．２倍だった。年代別でみると、同様に就学前が２．４倍、小学生が１．６倍、中学生が２．３倍といずれも被災地の方が多く、就学前の子供が最もその差が大きかった。被災地のうち、自宅が被災した子は、被災していない子や被災地外に比べ、気になる子の割合が全年代層で高かった。
　調査をまとめた、安田女子大（安佐南区）の田中丈夫教授（小児科）は「被災が子供の心に大きな影響を与えていると裏付けられた。一方、調査では、被災地の子供たちに問題行動が多いなどの傾向はみられず、心のケアの効果が一定程度表れており、問題の複雑化を抑止している」としている。
https://mainichi.jp/articles/20170819/k00/00e/040/311000c
・「SNS東京ノート」改訂の意義と使い方とは――子どもと話し合うきっかけに（Yahooニュース／ImpressWatch・8月21日）
　東京都教育委員会は、2015年11月に「SNS東京ルール」を定め、児童・生徒によるSNSの適切な利用促進をしてきた。取り組みの成果として、家庭などでルールを決めている割合は約6割となり、2年前より約2割上昇。インターネット利用時において、トラブルや嫌な思いをした児童・生徒の割合は減少し、7％程度となった。決めたルールを守っている児童・生徒の割合は約6割となっているという。

　2017年3月には、LINEとの連携事業により、補助教材「SNS東京ノート」を全面改訂している。LINE株式会社公共政策室の浅子秀樹氏に、改訂内容、改訂の背景と問題点などについて聞いた。

■カード型教材を採用し、参加型教材に
　LINEが改訂に参加した経緯はこうだ。同社が東京都に別件で訪れたとき、当連載でもご紹介したワークショップ（2015年4月28日付関連記事『小学校の授業で「LINEワークショップ」実施――コミュニケーションに正解はないこと、児童に伝える』参照）などの取り組みを評価され、担当部門の紹介を受け、連携することになった。「東京都教育委員会がもともと、子どもたちに使わせないのではなく、いかに適切に使わせるかを模索していたところだった」のも理由だ。LINEが参加したのは、補助教材であるノートの改訂と青少年の利用実態調査部分だ。

　主な改訂内容は以下のようになる。

　3分冊から5分冊に変更した上、発達段階にきめ細かく即した内容とした。3分冊のときは小学校低学年用、小学校高学年用、中学生・高校生用だったが、5分冊の現在は小学校1・2年生用、3・4年生用、5・6年生用、中学生用、高校生用となっている。「小学生は1学年違うだけで理解度が大きく違うなど、発達段階に応じてきめ細やかな対応が必要」（浅子氏）と考えたためだ。

　さらに、ワークショップのカード型教材を全面的に採用。巻末には実際にカード教材を付け、児童・生徒同士の話し合いを活性化する内容としている。また、保護者向けの啓発資料を掲載し、家庭で保護者が子どもと話し合ったり、保護者会などで活用したりできるようにした。

　「小学生でも端末を所持しているなど、低年齢化が最近の一番の傾向。それに合わせたコミュニケーションが必要であり、保護者の意識も重要」と浅子氏は語る。「補助教材を利用した1年生の授業も見たが、立派に授業になっていた」という。生まれたころからスマートフォン／タブレット端末などを使っている世代には、SNSや端末の使い方も身近なテーマになるというわけだ。

■発達段階と利用度に合わせた内容に
　具体的に冊子ごとの違いを見ていこう。

　1・2年生向けはイラストから学ぶように作られている点が特徴だ。歩きスマホや自転車に乗りながらスマホを使うなど問題ある使い方をしている人たちが書いてあるイラストを見て、気になるところを見つけさせる課題に代表される。カードは通常5枚だが、1・2年生向けのみ3枚に減らしている。

　3・4年生向けからはカードが5枚に増える。内容としては、3年生くらいからゲームを使う子どもが増えてくることを受け、「使いすぎ」という観点を多く取り入れている。ルールも意識させており、使いすぎないようにルールを決めようという内容となっている。

　5・6年生向けからは、インターネットの特性やテキストコミュニケーションの難しさなどの内容も入ってくる。「このくらいの学年では、6割くらいはLINEを体験したことがある印象」（浅子氏）というくらいSNSの利用度が上がってくるため、実際の利用シーンを想定した内容となっているのだ。アプリのダウンロード、個人情報、著作権など、利用する割合が増えてきたならではの具体的な内容に踏み込んでいる。

　保護者向けにかなりページを割いているのが全体としての特徴だ。相談先などの情報提供や、知識としてネットの特性に触れたり、フィルタリングの紹介などもある。

■グループトークや写真公開時の危険チェックも
　中学生向けからは、問題が起きたときにはどう対処するかというクライシスマネジメント（危機管理）的要素も入ってくる。「気を付けていてもトラブルに巻き込まれることがある。対処法を身に付けておくことが大切」と浅子氏は説明する。

　用意されたカードの中には、LINEのグループトーク版もある。それぞれ、「2組クラス（34）」「陸上部1年生（22）」「2組元・南小（8）」「塾メンバー（15）」「2組なかよし（6）」など、属性と参加人数が異なるグループによるグループトークが想定されている。なお、カッコ内の数字はグループの参加人数を意味している。トークの受信時間も「18：37」から「23：41」までとさまざまであり、やり取りされている内容も異なる。

　これらのグループトークを見て、問題ないものからトラブルになりそうなものまでを、晴れ・曇・雨・雷という4段階で判断するというものだ。グループの属性、参加人数、トークの内容、受信時間など着目点が人によって違うので、特に意見が分かれるという。

　中には夜中の23時半過ぎに「誰かまだ起きてない？」という問いかけがあるものなどもある。この時間にトークに答えてしまうとやり取りが続き、眠る時間が削られる可能性も出てくる。しかし、このようなトラブルになりそうなケースへの対応に答はない。そこで、自分の考えた対応をカードに書かせて他人に評価してもらうという仕掛けも用意している。「評価コメントを見て予想外という子どももおり、人によって違うという気付きも得られる」。

　「同じカードワークを行っても中高生の方が鋭い」と浅子氏は言う。「大人はトークの内容だけを見て判断するが、中高生は誰が言ったのか、何時か、どういうグループか、トークとトークの間の時間なども見ている。男女で言えば女子のほうがグループワークでも意見が多いし鋭い」。

　自撮りが増えているため、カード教材には、自撮り写真で公開してもいいかどうか考えさせるものもある。「1-Bサイコー！」というピースした女生徒3人組、「バスケ楽しかった(^^)/」という集合写真、「ミナの家で勉強中www」という女生徒3人が部屋でくつろいでいる写真、「いつものお店！なう(^^)」という首から下の写真と食べているものの写真、「たかしといっしょ（ハート）」という彼氏と自撮りしたツーショット写真が並ぶ。

　首から下と料理しか写っていない写真などは、「顔が写っていないから掲載してもいい」と考える人は多いだろう。しかし、写真をよく見ると、メニュー部分の店名が写っていたり、「なう」というコメントから今いることが分かってしまう。さらにテーブルに置いたスマホケースから、他の写真と照らし合わせて個人が特定されることも考えられるという。写真は情報量が多く、いくつかを照らし合わせることで簡単に個人が特定されたり、危険が身に及ぶ可能性があることを学べる教材となっているのだ。

■「経験した嫌なこと」と「されたら嫌なこと」は違う
　高校生版では、情報端末をどう活かしていくのかというプラスの側面も入ってくる。カード教材を作って小学生・中学生に教えるというワークも高校生版ならではのこと。「実際、ある高校で小学生にSNSの適切な使い方を教える『スマホミーティング』を行った。教えることで（自身も）考えるので、学びになる」。さらに、災害時の活用についてなど、大人でも参考になる内容となっている。

　LINEで高校生を対象として行った調査結果も掲載されている。「LINEで経験したことのうち嫌だと感じたことは」「LINE上でもしされたとしたら嫌だと感じると思うことは」という2つについて聞いたものだ。LINE上で実際に経験した嫌なことは「既読無視をされた」「話の最中にスマートフォンや携帯を触っていた」「未読スルーをされた」「スタンプを連打された」などが多い。

　一方、もしされたとしたら嫌だと感じるものは、「噂を広められた」「LINE上で自分の知られたくない情報が流された」「写真を勝手に公開された」「入ってないグループトーク内で自分の悪口を言われた」「グループトークから一方的に外された」などとなっている。実際にされた経験がある子どもは少ないが、このようないじめ的なことをされると嫌と感じていることが分かる。授業などでこのような感じ方の違いをテーマに取り上げても盛り上がるはずだ。

■学校現場での活用がポイント
　LINEでは情報モラルのワークショップや講演を行っているが、現在は小学校から高校までの依頼があり、中でも中学校からの依頼が一番多いという。「高校では講演形式のことが多いが、スマホを使い始めたばかりの高校1年生のときが一番トラブルが多い。最初にトラブルをどう回避するかが大切」。

　補助教材については、「学校の先生がどう活用するかがポイント」と浅子氏は言う。「イメージさえつかめれば授業ができるはずなので、カードを使ったワークショップにぜひトライしてほしい」。また、今後は効果測定もやりたいと考えている。教材で学んでどうしたのか、学校でどう教えているのかなどをデータとして取り、来年以降の改訂につなげたい考えだ。

■親子間コミュニケーションのきっかけにしてほしい
　すでに述べたとおり、補助教材では保護者向けページを用意して、親子コミュニケーションがとれるようになっている。保護者世代には、「SNSなどよく分からない」という不安がある人が少なくないだろう。しかし、「教材を使って子どもと話し合うことで、子どもの考えを知ったり、危険を感じたりもできる。子どもとのコミュニケーションするきっかけとして使ってもらえれば」と浅子氏は利用を勧める。高校生を対象とした調査結果を話のきっかけとしたり、カードワークを一緒にやってみると子どもの新しい面の発見があるかもしれない。

　また、「親子でコミュニケーションをとるのが重要」と浅子氏は強調する。子どもたちは、何かトラブルがあったときに他人に相談しない傾向にあるという。相談する相手で一番多いのは友だちだが、それよりも多かったのは「何も行動しない」という子どもたちだった。「外国ではもっと相談する割合が高いが、日ごろからそういう話をしているかどうかという違いではないか。日常的なコミュニケーションがトラブルが起きたときに生きてくるので、そういう環境づくりが必要」。

　子どものスマートフォン・SNS依存が近年、問題視されている。「スマートフォンなどの端末は持ち始めが肝心。欲しがっていた子どもが端末を持ち始めたら一気にはまってしまうことも。特に夏休みは時間が余っているので、ゲームなどにはまることもある。家庭でルールを決めて使ってほしい」。

　「SNS東京ノート」は、冊子版が配布されているのは東京都の公立校のみだが、東京都のサイトではPDF版が誰でもダウンロードできるようになっている。前述のように発達段階に合った内容となっているので、自分の子どもの年齢と合った教材をダウンロードして活用するといいだろう。ぜひ、子どもとコミュニケーションしたり、家庭でのルール作りのきっかけとしてほしい。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20170821-00000005-impress-sci
・教員の長時間労働改善、事務作業に支援員配置へ（読売新聞・8月23日）
　教員の長時間労働を改善するため、文部科学省は教員の事務作業を代行する「スクール・サポート・スタッフ」を全国の公立小中学校に配置する新制度の導入を決めた。

　大規模校を中心に３６００人の採用を目指し、来年度予算の概算要求に都道府県教委への人件費補助１４億９０００万円を計上する。教員の多忙感は学習プリントのコピーや会議の準備などの雑多な事務も一因とされており、外部人材の活用で負担軽減を図る。

　文科省によると、サポート・スタッフは都道府県教委がパートタイムの非常勤職員として雇用し、来年度は全国約３万校ある公立小中学校のうち規模の大きい３６００校に配置する。文科省はその人件費の３分の１を補助する。担当する業務は児童生徒に配るプリントのコピーなどの授業準備のほか、校内掲示物の作成、行事や会議の準備・片づけ、調査統計のデータ入力などを想定している。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170823-OYT1T50079.html
・働く機会「男性が有利」　８割の女性が回答、民間調査（日経新聞・8月24日） 
　勤め先やキャリア形成など、仕事のチャンスは男性の方が恵まれている――。こう考える女性が80％近くに上るとの調査結果を、人材サービス会社「エン・ジャパン」が24日までにまとめた。男女雇用機会均等法施行は30年以上も前だが、女性が「機会均等」を実感できるのには程遠い現状が浮かんだ。
　調査はインターネット上で５～６月に実施。正社員での就職や転職を希望する10～60代の女性517人の回答をまとめた。
　「仕事の機会は男女どちらが有利か」を尋ねたところ「男性の方が恵まれている」が77％に上り、「同等」が17％。「女性の方」の回答はわずか６％だった。
　男性有利とした理由は「男性は正社員雇用が多い」「昇給・昇進が優先されている」のほか「家庭のことを女性に任せきっても非難されない」との指摘も。女性有利では「生活スタイルに合わせた働き方が選べるから」などが挙がった。
　また「女性の雇用機会はここ数年で増えているか」との質問に、「思う」と答えたのは半数未満の42％。「思わない」は24％、「分からない」が34％だった。「大手はともかく、社員三十数人の私の会社に女性管理職はいない」「結婚後だと転職に不利で、苦労して保育所に預けても時短勤務だと責任ある仕事を選べない」との声があった。
https://www.nikkei.com/article/DGXLASDG24H0S_U7A820C1CR0000/
・子供の自殺、夏休み明け要注意　官民が支援強化 （日経新聞・8月24日）
　夏休み明けの前後は子供の自殺が増える傾向がある。国や民間団体は相談業務などを強化し、保護者に「子供の様子に変化がないか注意してほしい」と呼び掛けている。
　文部科学省は「いじめ防止キャンペーン」として、いじめ相談を受け付けるＮＰＯ法人などの情報をホームページ上で紹介している。全国の教育委員会にも、９月上旬まで学校内外やネット上で子供の見守りを強化するよう呼びかけた。
　不登校の子供が通うフリースクールは居場所を提供する。東京シューレ（東京・北）は８月30日から一時的に無料で通えるようにする。通常は会費がかかる。ＮＰＯ法人「フリースクール全国ネットワーク」は同様の取り組みをする全国の施設を紹介するほか、フリースクールに通う子供が「苦しければ学校に行かなくてもいい」と話すメッセージ動画を掲載している。
https://www.nikkei.com/article/DGXLASDG22H6C_U7A820C1CC0000/
・呼吸器必要な子、学校で看護　厚労省、４都県で支援へ（朝日新聞・8月28日）
　人工呼吸器をつけた「医療的ケア児」が学校に通える機会を広げようと、厚生労働省研究班が東京、埼玉など４都県の特別支援学校などで支援を始める。保護者に代わって看護師がケアを担えるようにし、来年度にも制度化につなげたい考えだ。
　おなかに穴を開けて胃に管で栄養を入れる「胃ろう」や人工呼吸器などが必要な医療的ケア児が、公的医療保険で訪問看護を受ける場所は自宅に限られる。学校などは対象外なため、親が学校に付き添って、たんの吸引など医療ケアを行っていることが多い。
　文部科学省は２０１３年度から自治体が看護師を雇って特別支援学校に配置する費用を補助したり、１２年度から教員が医療的ケアを行えるよう研修制度を導入したりしているが、人工呼吸器をつけた医療的ケア児の通学は広がっていない。
　研究班は、人工呼吸器をつけた医療的ケア児が親の付き添いがなくても通学できるよう、①日ごろ自宅で看護をしている訪問看護師が学校に付き添う②医師の指示の下で、訪問看護師がケアしている子どもの看護の注意点を特別支援学校などに配置された看護師に伝える③普段は学校の看護師がケアし、昼食の前後など忙しい時間帯は訪問看護師が学校でケアしつつ注意点を伝える、の３パターンに分けて実際にケアしながら課題を整理する。
　新生児集中治療室がある大学病院や在宅医療を担う医師が参加する。宮城、千葉、東京、埼玉４都県の特別支援学校など１０カ所で、人工呼吸器をつけた小中学生ら１６人について１人２週間程度ケアをして実態を調べる。一部の学校では７月から試行しており、９月以降に複数の学校に広げる。
　研究班の田村正徳・埼玉医科大総合医療センター総合周産期母子医療センター長は「家族以外との交流は子どもの発達に良い。子どもが学校に行っている間は母親らが休息できるだけでなく、就労など社会参加にもつながる」と話す。
　別の厚労省研究班によると、２０歳未満の人工呼吸器をつけている医療的ケア児は２０１５年５月時点で約３千人。一方、文科省の１６年度の調査で、人工呼吸器をつけた児童生徒らは全国の公立特別支援学校の幼稚部～高等部で１３３３人いる。このうち８８４人は教師が自宅や病院などに出向く「訪問教育」だ。呼吸器をつけた子どもが公立小中学校に通うのは５５人で、うち通常学級は１７人だった。
http://digital.asahi.com/articles/ASK8W5FKVK8WULBJ003.html?rm=540
・半数はトイレの備えなし　避難所指定の公立学校　文科省調査（日経新聞・8月29日） 
　災害時の避難所に指定されている全国の公立学校のうち、断水でも使えるトイレや停電時の電力確保の備えをしているのは約50％にとどまることが29日、文部科学省の調査で分かった。耐震性の貯水槽などがあり飲料水が確保できるのは66％、非常用物資の備蓄をしているのは72％、防災無線などの通信手段を確保しているのは77％だった。
　文科省の有識者委員会が昨年７月、熊本地震の経験を踏まえてトイレや電源の確保を求める緊急提言をまとめた。これを受け、避難所に指定されている小中高校と特別支援学校の計約３万校を対象に、４月１日時点で調査した。
　断水時でも使えるトイレは、下水道のマンホールに置いて使うマンホールトイレや、プールの水などを洗浄に使えるもの、簡易型、携帯型のものなど。あらかじめ改修や備蓄をしている学校は50％だった。対応済みの学校の割合は、東京、神奈川は90％を超えているが、秋田、島根、長崎は10％未満だった。
　自家発電設備の用意などで電力確保の備えをしているのは53％。都道府県別では宮城の91％が最も高く、鹿児島の９％が最低だった。
　お年寄りや車いす利用者ら、避難に手助けが必要な人の利用が想定される学校で、体育館や校舎の段差をスロープなどで解消しているのは約60％だった。
https://www.nikkei.com/article/DGXLASDG29HBS_Z20C17A8CR8000/
・警察庁　性犯罪、声かけ、どこが危険？　分析調査へ（毎日新聞・8月30日）
　子供や女性が被害に遭う犯罪を未然に防ごうと、警察庁は複数のモデル地区を選定し、性犯罪や不審者による声かけ事案などが、どのような場所で発生しやすいか調査することを決めた。犯罪リスクが高い場所を分析し、全国での防犯活動に役立てる狙いがある。警察庁がこうした分析を行うのは初めて。
　２０１６年の刑法犯罪は戦後初めて１００万件を下回ったが、今年３月には千葉県松戸市の９歳女児が殺害されるなど社会に大きな不安を与える事件が続いているため、警察庁は新たな対策に取り組む。この事業のため、約２０００万円を来年度予算の概算要求に盛り込んだ。
　警察庁によると、専門家による有識者会議を設置し、モデル地区で発生した刑法犯罪や犯罪の前兆とされる声かけ事案の発生場所を調べる。
　犯罪が起きた原因や容疑者の動機を調べる一方、被害に遭った子供や女性へのアンケートも行う予定だ。これらを総合的に分析して「見通しの悪い駐輪場」「防犯灯のない公園」などモデル地区における事件発生場所の特徴を明らかにする。
　警察庁は調査結果を全国の都道府県警察と共有し、犯罪防止や防犯ボランティア活動に生かす方針。有効な対策があれば、警察庁が地域社会の防犯のあり方をまとめた「安全・安心まちづくり推進要綱」の見直しも検討する。
　警察幹部は「治安の悪い地域の特定が目的ではなく、犯罪の起こりやすい場所の特徴を調べ、全国の防犯活動に生かすのが狙いだ。女性や子供の被害は社会に対する影響が大きく、何としても減らしていきたい」と話す。
https://mainichi.jp/articles/20170830/k00/00e/040/244000c
・夏休み後の登校、無理しないで　自殺防止へ団体呼びかけ（朝日新聞・8月30日）
　夏休み明けに増える子どもの自殺を防ごうと、不登校支援などに取り組む団体が居場所を開放したり、子どもや保護者からの相談を受け付けたりしている。２５日には５団体が合同で緊急メッセージを発表。「つらい時、支えてくれる味方はここにいる」と呼びかける。
　「学校へ行きたくないあなたへ　味方はココにいます」と題した緊急メッセージを発表したのは、全国不登校新聞社など五つのＮＰＯ法人。「つらければ学校を休んで」と呼びかけ、相談先や学校以外の居場所の情報を提供している。
　「自殺だけでなく不登校が始まるのも、長期の休みが終わった時が多い。子どもに大きなストレスがかかっている」と不登校新聞の石井志昂（しこう）編集長（３５）。「問題解決の兆しは見えないが、味方がいることを子どもたちに知ってもらえれば」
　同紙のサイトでは「９月１日がイヤだなって思ったら、自殺するより、もうちょっとだけ待っていてほしいの」という俳優の樹木希林さんのメッセージや、「いやなところからは、逃げよう、逃げて生き延びよう」という社会学者の上野千鶴子さんの言葉も並ぶ。
　「学校がつらくてもココがあるよ！プロジェクト」を展開するＮＰＯ法人「フリースクール全国ネットワーク」（東京、http://freeschoolnetwork.jp/）のサイトでは、８月下旬から９月にかけて居場所を無料で開放したり、電話相談を受け付けたりする全国のフリースクールを紹介している。
　いじめや嫌がらせを受けている子どもや保護者に向けて、「いますぐ役立つ脱出策」をサイトで紹介しているのは、ＮＰＯ法人「ストップいじめ！ナビ」（東京、http://stopijime.jp/）だ。「いつ、どこで、だれから、何を言われたか、されたか」を書き込むメモや「いじめ発見チェックシート」を掲載。須永祐慈副代表（３８）は「つらいのは９月１日だけではない。すべての子が楽しく暮らせる環境づくりを大人が広げていく必要がある」と話す。
　ＮＰＯ法人「登校拒否・不登校を考える全国ネットワーク」（東京、http://www.futoko-net.org/の事務局員で、子どもや親からの相談を３０年近く受け続けている山口幸子さん（７４）は、相談に対してアドバイスするのではなく、傾聴を心がけている。「話すことで気持ちが解放され、道が開けるかもしれません」
　全国で約３千の児童館が加盟する児童健全育成推進財団は、「がまんできないほどしんどくなる前に、児童館にいってみよう」などと、生きづらさを抱えた子どもたちにＳＮＳなどを使って来館を促している。（太田泉生）
■母の「行かなくてもいい」に救われた
　「学校に行きたくない……」。東京都内に住む富山雅美さん（２８）は、中学に入学してから同級生に無視されたり、「嫌い」と陰口を言われたりするようになり、初めてそう思った。
　次第に同級生の声を聞くのが怖くなり、「飛び降りたら楽になるのでは」と思うほどに。耐えきれず、夏休み直前に「もう学校には行かない」と母に話すと、「気持ちわかるから、行かなくてもいいよ」と言われて救われたという。
　９月１日から登校しなくなり、翌年からフリースクールへ。不登校の子どもたちが明るく過ごしているのを見て、「学校へ行けないことをマイナスにとらえなくていいんだ」と思えるようになった。不登校経験者らを受け入れる都立高校を経て大学で社会福祉を学び、今、私立中学校でスクールソーシャルワーカーとして働いている。
　「私も中学生の時、つらくて死にたいと思ったことがあるけど、今すごく充実している。必ず幸せだなと思える時が来ると思うので、一人で抱え込まず、大人を頼ってほしいです」（杉山麻里子）
■「子ども変化に注意を」文科省、学校に要請
　８月下旬から９月にかけての夏休み明けに子どもの自殺が増える傾向があることを踏まえ、文部科学省は小中高校などに、子どもの様子の変化を注意深く把握するなど自殺予防への積極的な取り組みを求めている。
　具体的には、子どもの心身の状況に変化がないか注意し、自殺の兆候が見られたら一部の教職員で抱え込まず、保護者や医療機関などと連携して組織的に対応する▽保護者に対し、子どもの悩みや変化を把握したら積極的に学校に相談するよう学校の窓口を周知する▽自殺をほのめかす書き込みがないか調べる都道府県教委などのネットパトロールは夏休み明け前後、頻度を上げて集中的に実施する――などを挙げている。
　内閣府が２年前、過去４２年間の１８歳以下の自殺者数を日別に集計した結果、最も多かったのは９月１日で１３１人だった。９月２日も９４人、８月３１日も９２人で、夏休み明けは１学期の始まりの時期と並んで子どもの自殺が多かった。
　また、厚生労働省自殺対策推進室によると、昨年９月の小中高校生の自殺は３３人で、１月、４月、１１月の３５人に次いで多かった。
　昨年改正された自殺対策基本法には、子どもの自殺予防策として、学校は「心の健康の保持」や強い心理的負担を受けたときの対処の仕方を身につける教育・啓発に努めるとの規定が盛り込まれた。これを受けて文科省が小中高校の啓発の実施状況を調べると、実施したのは全体の６６・８％だった。文科省は不十分だとして、相談窓口の周知を含めたさらなる啓発をするよう呼びかけている。（片山健志）
■子ども向けの主な相談先
●２４時間子供ＳＯＳダイヤル（０１２０・０・７８３１０）……夜間や休日も含め、いじめやその他のＳＯＳの相談を受け付ける。原則、電話をかけた場所の都道府県、政令指定都市教育委員会の相談機関につながる
●チャイルドライン（０１２０・９９・７７７７、http://www.childline.or.jp/）……１８歳までが対象で、月～土曜の午後４～９時。９月６日まではチャットでも相談可で、以降の日程はホームページで確認できる。ＮＰＯ法人チャイルドライン支援センターが運営
●子どもの人権１１０番（０１２０・００７・１１０）……祝日を除く月～金曜の午前８時半～午後５時１５分。最寄りの法務局・地方法務局につながる
●子ども１１０番（http://www.kodomo110.jp/）……小学生～高校生が対象。通常はメールで相談を受けるが、９月９日までの午後４～９時はＬＩＮＥで相談に応じる。ダイヤル・サービス社が運営
http://www.asahi.com/articles/ASK8V3T7BK8VUTIL009.html?iref=comtop_list_edu_n01
・文科省概算要求9.9％増、いじめ対策や教員増に　18年度 （日経新聞・8月30日）
　文部科学省は2018年度予算の概算要求を発表した。17年度当初予算から9.9％増の総額５兆8380億円。長時間勤務が深刻な教員の負担を軽減するために教員定数を増やしたり、いじめ問題に対応する弁護士を派遣したりするための予算を盛り込んだ。改革を進める大学向けの交付金や補助金も増額する。
　教員定数では、担任を持たず英語など特定の教科のみを教える教員を中心に3800人の増員を計画。教材の印刷など教員の仕事を手伝うスタッフや部活動指導員を配置するための予算も盛り込んだ。
　いじめや不登校など複雑な教育課題に取り組む専門家も増やす。いじめ予防・解決を担う弁護士を10地域に派遣するほか、貧困や虐待問題に取り組むスクールソーシャルワーカーを3000人増員する。
　高等教育では、特に地域で活躍する人材育成や先進的な研究をする大学に重点的に配分する。本格運用が始まる給付型奨学金制度向けの予算も増やした。
　科学技術予算は18％増の１兆1353億円を計上。スーパーコンピューターをしのぐ「量子コンピューター」の実用化に向け新規に盛り込んだほか、ナノ工学や医療など幅広い分野で利用される次世代放射光施設の設置に向けて新規計上した。
https://www.nikkei.com/article/DGXLASDG30H7C_Q7A830C1CR8000/

・幼稚園に２歳児受け入れ　政府が待機児童対策 （日経新聞・8月31日）
　文部科学省と内閣府は幼稚園が通常より１歳年少の２歳から受け入れやすい仕組みを整える。保育所入りの順番待ちを余儀なくされる待機児童は１～２歳児が多く、既存の幼稚園を活用しながら減らしていく狙い。出産から一定期間を経て社会復帰をめざす女性を支援し、人口が減少するなかで労働力が落ち込まないよう工夫する。
　文科省などは幼稚園が２歳児を預かれるよう施設を改修する費用を補助する方針。政府の2018年度予算に関連費用を盛り込むよう財務省に求める。要望段階で金額を示さないが、数十億円かかると見込まれる。
　幼稚園は年度初めに３～５歳の子どもを午前10時から午後２時まで預かるのが基本。保育所の８時間より短く、共働き世帯は使いにくい。幼稚園はミニ保育所を併設したり、保育所機能をもつ認定こども園に移行したりできる。ただし保育所と同じように０歳児から受け入れるのが条件だ。
　０歳児を預かるには子どもがはっても心配ない「ほふく室」が必須。体調の急変も起きやすく、保育士数も多く求められる。０歳児から受け入れるには設備と人材の両面で相当な準備が要り、幼稚園が保育所の機能をもつのを難しくしていた。
　文科省などは来年度にも幼稚園が２歳児の保育だけ加える運営形態を「幼稚園接続保育」などと名付けて解禁する。２歳児を預かるための保育室を置く改修費用を補助する考え。改修費の半額程度を補助する可能性がある。２歳児を預かる事業は保育所として従来ある補助金も受けられる。
　２歳児を受け入れる幼稚園は定員管理を柔軟にし、保育士を多数採用しなくて済むようにする。開所日数が短めでも、夏休みなどに開いていればよい特例もつくる。
　通常の幼稚園が午後５時ごろまで子どもを預かる「一時預かり」を拡充。２歳児を８時間預かることができるようにして両親が働くケースに対応しやすくする。保育料は世帯所得によって月３万～４万円の見通し。
　厚生労働省は10月から育児休業を最長２年までに延長することを決めている。子どもが満２歳になるまで育休を取る親が増えそう。２歳児を預ける需要が急増するとみて受け皿づくりを急ぐ。
　幼稚園は全国１万877カ所あり約130万人が通う。都市部に多く、保育所のように子どもを預かれるようになれば、東京都に多い待機児童が劇的に減るといわれる。２万人を超す待機児童の７割以上を占める１～２歳児への対応は少子化対策のカギでもある。
　文科省によると認定こども園への移行を望む幼稚園数は伸びていない。経験のない０歳児などを預かることへの不安が背景。２歳児であれば今も幼稚園に通う３歳児に近く、幼稚園側の負担も比較的小さいとみられる。
https://www.nikkei.com/article/DGXLASDF25H0S_Q7A830C1MM8000/?dg=1
・わいせつ教員、処分歴チェック　全国でシステム整備へ（朝日新聞・8月30日）
　文部科学省は、わいせつ事件などを起こして重い懲戒処分を受けた教員について、全国の教育委員会が情報を共有し、処分歴をチェックできるシステムをつくる方針を決めた。免職や停職の経歴を他の地域の教委などが検索して確認できるようにする狙いがある。３０日に発表した２０１８年度予算の概算要求に、関連費用約４億８千万円を盛り込んだ。
　具体的には、教員の免許情報を一元的に集める「教員免許管理システム」をこれから２～３年かけて改修する。システムに教員それぞれの名前や免許の有効期限や種類とともに、免職に加え、停職の処分歴も載せる方向だ。採用時に教育委員会や私立学校が、わいせつや体罰などによる過去の重い処分の有無を調べられるようにする狙いだが、載せる情報の詳細や検索できる期間は今後、検討する。
　また、こうした情報をまとめた証明書を発行し、採用の際に教員免許所有者から提出させることも検討する。これらのシステムは２０～２１年度の運用開始をめざす。
　ただ、過去には卒業式での「君が代」斉唱時の不起立などを理由に停職とされたケースもある。都道府県によって停職以下の処分情報の扱いに違いがあり、刑事裁判の冤罪（えんざい）のように処分の判断が誤っている事態もありうる。載せる情報の範囲や保存期間などについて、論議を呼びそうだ。
　このシステムとは別に、禁錮以上の刑や懲戒免職処分を受けて教員免許が失効した人の情報を共有し、各教委などが検索できるデータベースもつくる。これらの理由で免許を失った場合は３年間は再交付されないが、その後は再び免許を得ることができる。今も失効した教員の氏名や生年月日などは官報に載るが、新たに「わいせつ」「体罰」「交通事故」など処分理由も加えたデータベースをつくり、調べやすいようにする狙いがある。
http://digital.asahi.com/articles/ASK8Z528JK8ZUTIL016.html?rm=418
・認可外の保育施設、重大事故報告を義務付けへ（読売新聞・8月31日）
　厚生労働省は、保育士の数などが国の認可基準より緩い認可外保育施設に対し、死亡などの重大事故が起きた場合に自治体への報告を義務付ける方針を決めた。

　来月意見公募を始め、今秋に児童福祉法に基づく省令を改正する。現在、報告義務があるのは国の基準を満たした認可施設のみで、すべての保育施設に対象が広がる。

　認可外保育施設には、補助金なしで運営する施設、自治体が独自に補助する施設、深夜や宿泊に対応するベビーホテルなどがある。子どもの送迎などをするファミリーサポートやベビーシッターなどの保育事業も報告義務の対象になる。同省や内閣府は自治体を通して重大事故を把握し、事故内容の公表と検証を行う。

　同省や内閣府は２０１５年４月、認可保育施設に対し、死亡や意識不明、全治３０日以上の重大事故について、自治体への報告を義務付けた。認可外施設は、国の補助金が出ていないことなどを理由に対象外とし、通知で事故報告を求めていた。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20170830-OYT1T50150.html?from=ycont_top_txt
・夏休みの短縮　教員は反対か　静岡県吉田町「夏休み16日間」計画から考える（Yahooニュース・8月31日）
内田良 | 名古屋大学大学院教育発達科学研究科・准教授
■夏休み16日間に短縮へ　静岡県吉田町
　この夏、静岡県吉田町立の小中学校における「夏休み短縮」が話題となった。町が5月に発表した計画によると、来年度から夏休みの期間を計16日程度（前後の土日を含む）にまで削減とするという。
　今日まで多くの報道が展開されたものの、しかしながら、自由な夏休みを奪われる子どもの悲鳴ばかりがとりあげられていて、教員の声が聞こえてこない。
　教員からはどのような声が出ているのか。そして、そもそも教員にとって夏休みとは、どのような意味をもつのか。夏休みの大幅な削減が、教員にもたらす影響を考えてみたい。
■普段が忙しすぎる
　吉田町が立てた計画にも示されているように、夏休み短縮の背景には、教員の多忙化がある。
　なるほど2016年度に10年ぶりに実施された文部科学省の教員勤務実態調査は、教育関係者の予想を裏切ることなく、改めて全国の学校現場の過酷な勤務状況を明らかにした。
　勤務時間が週60時間以上の教諭は小学校で33.5%、中学校では57.7%に達した（図の(1)よりも下方）。勤務時間が週60時間というのは、おおよそ月80時間の残業に換算できる。
　さらに週65時間の勤務つまり月100時間の残業を超えるのは、小学校で17.1%、中学校で40.7%にのぼる（図１の(2)よりも下方）。なお、いずれのデータにも、持ち帰り仕事の時間は含まれていない。
　多くの教員がいわゆる「過労死ライン」の「月80時間」「月100時間」を超えている。そして吉田町の計画には、教員は普段が忙しすぎるから、従来の夏休み期間に授業を入れることで、普段の一日あたりの授業時間数を減らそうという狙いがある。
■「学校の先生たちはほぼ反対」
　8月24日のこと、静岡朝日テレビがついに「夏休み短縮　吉田町の教師の声」と題して、これまで語られることのなかった教員の声を報じた。
「実態調査や意見集約など何もなく、夏休み短縮を報道で知った。」
「私のいる学校の先生たちはほぼ反対している。賛成の声は聞いたことがない。」
「子どもがいない夏休みだからこそ、教師はリフレッシュできるのに。」
出典:吉田町の夏休み！どうなる？
　「実態調査や意見集約など何もなく」「先生たちはほぼ反対」といった言葉にあらわれているように、報道の限りでは、教員の側は夏休みの削減にあまり乗り気ではなさそうである。
■子どもとはちがう理由がある
　「『先生たちはほぼ反対』であるのは、夏休みを失うからだ」と、単純に考えてはならない。
　なぜなら一般的に、夏休み中も先生は学校に来ているからである。2年前の拙稿（「学校の先生に夏休みはある？」）で指摘したとおり、夏休み中も平日は所定の勤務時間である7時間45分を超えて勤務しているし、土日の勤務もあり、さらには持ち帰りの仕事までこなしている。
　先生たちにとっては、夏休みも勤務日である。だから、子どもたちが「休みがなくなる」と悲鳴をあげるのと同じように考えてはならない。
　その意味では、吉田町の計画は合理的と言える。教員は普段が忙しすぎるから、少しでもそれを相対的にゆとりのある現在の夏休みに移せばよいという発想である。
■子どもがいない夏休みにできること：有給休暇の取得
　それではなぜ、吉田町の先生たちから「反対」の声があがっているのか。
　その理由の一端は、上述の「子どもがいない夏休みだからこそ、教師はリフレッシュできる」という発言に求めることができると考えられる。
　ここで、教員が夏休みだからこそできることを2点あげておきたい。
　一つが有給休暇の取得である。授業期間中は毎日子どもが学校にやってくる以上、教員は実質的には有給休暇をとることが難しい。そこで、結果的に夏休みに取得することになる。
　ただし有給休暇がとれるとは言っても、実際の年間取得日数は、連合総研の調査（2015年）によると、小学校教諭がおおむね国家・地方公務員と同程度、中学校教諭は公務員のなかではもっとも少なく、かつ民間よりも少ない。
　普段はほとんど休めない分、「なんとか夏休み期間中くらいはゆっくりと」という思いが、教員にはある。
■子どもがいない夏休みにできること：研修への参加
　教員が夏休みだからこそできるもう一つのことが、校外研修への参加である。
　教員は「職務専念義務免除」により、校長の承認を受ければ学校を離れて研修に参加することができる［注］。
　ただし、これはもはや形骸化している。
　というのも、公教育の透明性を高めるという趣旨から、文部科学省は2002年に2回の通知により、上記研修を厳しく管理・統制したのである。
　校外で何をしているかさっぱりわからないような状況は望ましくないから、管理・統制に一定の意義はある。だがその結果、学校を離れた自主的な研修への参加はきわめて難しくなった。また研修に参加したところで教員には計画書や報告書の作成が待っているため、研修の魅力は急速に失われていった。
　実際に神奈川県教育委員会による調査では、長期休業中の「勤務場所を離れての研修」の日数は、2002年から2015年にかけて、3.5日／人から0.06日／人へと激減している（教育文化総合研究所『教職員の自己規制と多忙化研究委員会報告書』p. 64.）。
■特別な期間が消え失せる
　夏休みというのは、先生たちにとっては、多忙な授業期間とは異なる「特別な期間」である。
　だが、夏休みが短縮されて、たとえばその半分が授業期間になってしまえば、有給休暇取得の機会は一気に少なくなる。同様に校外における自主的な研修に参加できる機会も、今後その活用が促されたとしても、有給休暇と同様にその機会がほとんど確保されえないことになる。
　私は、夏休みの短縮をやめるべきと言いたいのではない。いまのところ、短縮に対する教員の声がほとんど聞こえてこないこと、さらには夏休みが教員にとってどのような期間であるのかに関する議論がないということが、私の最大の懸念である。
　子どもの声と教員の声を車の両輪にして、教員の働き方改革を進めていくことが大切である。
· 注：教員には「職務専念義務免除」（教育公務員特例法第22条第2項）による研修が定められている。教員は「絶えず研究と修養に努めなければならない」（同法第21条第1項）ことから、校長の承認を受ければ学校を離れて研修に参加することができる。
https://news.yahoo.co.jp/byline/ryouchida/20170831-00075163/
